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第１章  序論 

 

1. 1  研究の背景と目的 

 

振動に関する力学が Lord Rayleigh によってその基礎が確立されてから 150 年以上にな

り多くの工学の問題に応用されている．近年の機械の高速化，軽量化，大型化，複雑化に

よる種々の振動課題に対して，振動工学は，多自由度振動系を固有モード分解することで

自由度数の個数の独立な 1自由度振動系として扱えるモード解析法を基本として発展して

きた．機械は自然界のエネルギを人類に役立つよう変換する道具であるが，その過程で運

動状態が存在し，それは有限空間内の連続運動であるため周期運動となって振動が発生す

る．この様な視点から振動を振動モードの合成として扱う学問の発展は自然の流れである．

大規模構造物も有限要素法などの離散化により質量・剛性・減衰の 3要素に置き換えて何

万自由度系でもモード表現により高速計算機で振動解析が可能となっている．しかしなが

ら，質量と剛性の変更（最適化）による共振特性の修正では振動低減要求に対応しきれな

いことがあり，付加的な減衰要素または制振器を用いる振動制御技術が発展してきた．制

振器を用いる方法は，受動制御と能動制御に大別される（半能動制御もある）．受動制御は

動吸振器として知られるもので，付加的な振動系を追加して制御対象の振動エネルギを動

吸振器の振動エネルギに移動させて熱エネルギに変換して消散している．制御対象と動吸

振器の大きさの比で効果が制限されるため全能ではない．一方，能動制御は外部からエネ

ルギを供給して制御対象の減衰力を高めて振動低減を図るもので，センサ，アクチュエー

タ，制御器が必要となる．吸収エネルギを制御に再利用する技術もあり，制御設計を間違

わなければ制振効果は高いものである(1)-(3)． 

機械の力学は振動変位に基づいて振動解析と振動制御の技術として発達してきたが，自

然界の力学は波動を基礎としていて，物理学や音響学として発達している．上述の Lord 

Rayleighは Rayleigh散乱やRayleigh波などの研究分野においても著名な業績がある．光，

電磁波，水面波などの弾性波として，振幅，波長（波数），周波数（周期），位相の基本的

な物理量を利用した技術が多くの分野で開発されている．通信・情報処理などの電子デバ

イス，非破壊検査，水中・海洋計測，医療診断などの超音波計測技術，強力超音波加工技

術などの技術の進歩が著しい(4)． 

振動は変位を有限空間内の周期運動と捉える．JIS では，「振動」は「ある座標系に関す

る量の大きさが平均値より交互に大きくなったり小さくなったりする変動」と定義されて

いて，力学的には定在波を前提とした概念である．しかし，振動は波動の伝搬と境界での

反射の繰り返しが重なって定常状態となり定在波として計測されるものである．それゆえ，

変位を波動として捉えて系から除去することが，振動として捉えて系に減衰を付与するよ

り根本的な構造物の変位の抑制に効果的であろうと考えられる．また，機械には制振器を

付与する空間制約が多くの場合に存在する．Fig. 1-1 は波動制御と振動制御と違いを，4
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自由度懸垂体を例に模式的に示したものである．波動制御は，制御対象懸垂体支持点の上

方（反重力方向）に仮想的に存在する懸垂系に角変位を伝搬させる，支持点の位置制御に

よって振動エネルギを吸収する．物理的には，エネルギ吸収は支持点の位置を制御するア

クチュエータで行われる．振動制御は，懸垂体の一点の速度に比例する減衰力を与えて振

動エネルギを吸収する．波動制御の計測量は最上端振子角度で，振動制御の計測量は支持

点速度と位置である． 

 

本研究は，定在波型振動制御に代わる波動制御を機械構造物に適用して，その実用的な

有用性を提示しようとするものである．波動制御では波動伝搬の理論解があることとその

制御器への実装が必要なため，現実的には一次元構造物に限られる． 

これまでの波動制御研究は機械構造物の基本要素である「はり」と「索（ロープ）」を対

象とされてきた．次節で概観するように，「はり」の研究は宇宙構造物や航空機などがター

ゲットであるのに対し，「索」の研究は一般産業機械や建設運搬機械などへの応用を扱って

Fig. 1-1 Wave control and vibration control of 4 degrees-of- 

freedom pendulums 
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きた．それゆえ，近い将来の産業実用化を目指した新技術の開発としては「索」を対象と

した研究対象が実現性が高いと考えられる．索を用いた運搬機械装置は広く社会に普及し

ているが，なかでも懸垂索を利用したクレーンとエレベータはその代表的機械装置である．

クレーンは近年のビル建築の高層化に伴って長大化しておりロープ長も数十メートルにお

よぶことは珍しくない．また，エレベータも建物の超高層化でロープの長尺化は周知の通

りである．クレーンの長大化やエレベータロープの長尺化はロープ系の振れ振動の長周期

化をもたらし制振をより一層困難なものにしている． 

以上の観点に立ち，本研究は波動制御の利点を活用して，索構造を用いたクレーンに代

表される機械装置の振動抑制のための新技術の開発を目指すものである．以下，本論文で

は，「振動」とは定在波を，「波動」とは進行波の意味で使用する（ただし，波動解には非

進行波もある）． 

 

1. 2  波動制御研究の概観 

 

一般的な機械構造要素としての「はり」と「索（ロープ）」がこれまでの基本的な研究対

象である．はり構造体の波動解析と制御の研究は英国 Southampton 大学音響振動研究所が

組織的，継続的に進めてきた．同研究所は 1963 年に設立されて以来，波動表現による構造

物振動解析手法の開発を精力的に行ってきた(5)．当初，航空機エンジン音圧による機体振

動解析を目的として周期構造物モデルの解析手法の開発に取り組んでいたため，はり要素

部分の解析には進行波表現式を用いていた．今日のように大規模振動系を解析できるモー

ド解析技術がなかったためである．解析手法を改良しながら波動解析をモード解析に繋げ

てきた．一方で，1980 年にはデジタル信号処理による能動騒音制御技術が開発されはじめ，

適応制御フィルタや FilteredX-LMS アルゴリズムなどが開発されて，1990 年に入ると制御

技術が著しく進歩した．この時期に Southampton 大学でも構造物に波動制御の考え方を用

いた研究が盛んになってきた(6)．実際の構造物が細長はりやシェル構造で構成されている

ため振動よりは波動としてとして取り扱う方が制振装置の設計に有利であると考えられて

いた．はりの曲げ波は正負の方向の進行波解と非進行波解である Nearfield 解の４つの成

分で表されるので，それらを計測分離して個々に波動吸収条件をアクチュエータで実現す

ることで波動制御を行う．波動伝搬先の下流側で波動伝搬を予測して制御するフィードフ

ォワード制御が基本である(6)．フィードフォワード制御だけでは実用性に欠けるため，適

応制御の考え方を取り入れた研究(7)-(9)，種々の手法を組み合わせた波動制御法の研究

(10)-(12)などが提案されてきた．米国では，Douglas 社の Vaughan(13)，MIT の von Flotow ら

(14)-(17)，Virginia 工科大学 Fuller(18)の研究などがあり，1990 年頃からスマートストラク

チャーとして航空宇宙構造物の開発を目的として活発に行われてきた．国内では，首都大

学東京の藤井ら(19)，田中ら(20)-(23)，IHI 社の内海(24)の研究がある．また，西郷ら(25)ははり

の差分近似制御則による境界近傍での波動吸収法を提案している．その考え方は，波動反
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射が起こる境界節点と波動伝搬する内部節点の運動方程式の差異を制御により補償するこ

とで，境界近傍（境界節点）での力学的つり合いを内部節点に一致させて，見かけ上，反

射を起こす境界を除去することである． 

「はり」を対象とした波動制御については，基本的な制御法はほぼ確立されて，複雑な

系への適用や種々の振動制御法との組み合わせが研究されている． 

「索」では波動解が進行波と後退波の 2 つのみであるため（Nearfield 解はない），「は

り」に比して制御則はより単純である．はりの運動方程式が４階偏微分方程式であるのに

対し，索の運動方程式が２階偏微分方程式であることによる．「索」は種々の一般産業機械

のモデルとして研究が行われてきたが，なかでも織機，金属箔片製造，ロール紙製造など

プロセスメディアやチェーンベルト，それにクレーンやエレベータなどの走行体を対象と

する研究が多い(26)．組織的な研究グループはないが，「はり」の波動制御研究と同じ 1990

年頃から振動解析研究から制御研究が活発になった．アプローチはリアプノフ原理に基づ

く振動エネルギ吸収(27)-(30)と Fig.1-2 に示すような波動伝搬に基づく波動吸収(31)-(34)を境

界制御で行うものであった．索の波動制御研究は，基本的な制御法研究から応用目的研究

への転換期にあると思われる． 

はりと索の分布質量系以外にも，多自由度振動体（集中定数系）としての波動制御によ

る制振研究もある．ロボットアームを多自由度ばね質量系でモデル化して残留振動を吸収

する方法(35),(36)，多自由度ばね質量系の波動解析法(37)，波動解を用いたインピーダンス整

合による多層構造物の制振(38),(39)などである．文献(35)-(38)の著者である University 

College Dublin の O'Connor 教授は集中定数系の波動伝搬を活用した制振制御の研究に継

続して取り組んでいる数少ない研究者である．集中定数系の波動制御研究も基本的な制御

法の提案から実用的な応用目的研究への転換期にあると思われる． 

 

1. 3  索構造機械（クレーンとエレベータ）の制振研究の概観 

 

クレーンの振れ止め制御は，振動制御に基づく制御として従来から大学や企業で多くの

研究者に取り組まれてきた．クレーンは天井走行クレーン，ジブクレーン，ガントリーク

Fig. 1-2 Wave control of rope at the boundary 

Displacement
disturbance

Displacement 

measuring

Wave cancel 

controller

Actuator
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レーンなど構造の異なる装置があるが，制振制御の取り組み方は共通である．最適制御理

論が普及し始めた 1980 年代からクレーン制御もその応用対象として取り上げられてきた

(40)-(44)．クレーンの振れ止め制御ではロープ長変動を如何にして制御に取り込むかが最大

の課題である．初期の最適制御則ではロープ長をパラメータとした可変ゲイン系が研究さ

れ(45),(46)，その後，ゲインスケジュールド制御の原理を用いて可変ゲインを連続させる安

定性が研究された(47)．また，搬送軌道を設定した終端時間制御(48),(49)やタワー・ロープ振

動系としての制振問題(50)としても扱われた．走行による吊り荷の振れ振動と走行特性を利

用した制振問題(51)-(53)も扱われている．これらの取り組み方法の基本には，制御対象の運

動を予め想定していることがあり，突風や障害物との接触など想定外の外乱には制御性が

低下すると考えられる． 

一方，制御対象モデルにそれほど依存しないクレーン制御手法の研究も行われている．

Fuzzy 制御(54)やニューラルネット制御(55)を適用した研究や，最近では Input Shaping 

Control がジョージア工科大学で研究(56),(57)されている．クレーン制御は単振子の自由振

動の制御であり，精密な制御を要求されなければ複雑な制御でなくても実用的には制振は

可能である．Input Shaping Control は指令信号インパルス列の畳み込みとして指令生成

するスキームで，アルゴリズムが単純であるにも関わらず制振性がよい．また，多自由度

振動系の波動伝搬制御をクレーンに応用する研究も行われている(58)-(60)．西郷ら(61)は多重

懸垂単振子系の波動伝搬特性を利用したクレーン振れ止め制御を研究している． 

クレーン振れ止め制御は現在でも制御研究対象として取り上げられているが，制御性と

コストも含めた簡便性のバランスがとれた，実用化を見通せる制御法の提案が望まれる． 

エレベータロープの振動制御の研究は多くはなく，受動ダンパー設計の研究が見られる

程度である(62)．一方で，振動解析の研究は多い．クレーンに比べてエレベータは，実用的

な制御装置を組み込む余地が少なく，研究課題の設定が難しいためと思われる． 

 

1. 4 本研究の概要 

 

本研究では，波動制御応用の産業実用化の見通せる制振対象として索を利用した機械装

置を取り上げ，その代表であるクレーンを主な対象とした．従来研究の制御則では，ロー

プ振れ角，ロープ長，ロープの伸縮運動速度，加速度などが計測されることを前提にして

おり，その場合は振動系同定が可能であるため各種の制御理論を適用した制御則の構築と

その制御性能は理論的に保証される．しかし，屋外クレーンでは計測の制約が多く，また，

一般の建設機械に精巧な機器を導入することは実用的に課題が多い．そのため，システム

同定が完全でなくても効果的な振動制御に代わる制振技術の開発が望まれる．本研究は，

局所的な運動情報から系全体の振動エネルギ吸収が可能な波動制御の観点からの新しい制

御則を提案するものである．システム同定が十分でなくても効果的な振動抑制の実現をめ

ざそうとするものである． 



6 

 

 

Trolley

Load mass

Crane rope

Wave absorbing 
actuator

1ny 

1ny 

1my 

1my 

g

ny

1y

2y

myz

y

y

x

dx

z

l

O

g

Gravity

x
M

y y x  

1 0ny  

1ny 

1my 

1my 

g

ny

1y

2y

myz

Control 
Force

Imaginary 
System

MgMg

Controlled 

model
Analysis model

Crane rope-and-

mass

(a) 

(b1) (b2) 

(b3) 

Fig. 1-3 Wave absorbing control of suspended rope near fixed boundary 
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以下，第２章では，クレーン索を,索質量を考慮する懸垂索としてモデル化し，索下端の

荷の有無も考慮して，差分近似用いた境界近傍での波動吸収制御を扱った（Fig. 1-3）．固

定境界から僅かに離れた懸垂索位置での制御であり，懸垂索が固定されているクレーン本

体（トロリー）の運動を利用しない制御法の開発を目指すものである． 

(a) 

(b) 

Fig. 1-4 Wave control of 3 degrees-of freedom pendulum system by 

support movement. (a): Crane model; (b): Analysis mode.  
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 第３章では，クレーン荷系を可変長単振子系として波動制御するための基礎となる，多 

重懸垂単振子系の波動制御を扱った．単振子系として扱う前提として，荷質量を懸垂する

索の質量は無視している．多重懸垂単振子系支持点の横運動を前提として，支持点の加速

度を制御量とする制御則を開発した（Fig. 1-4）．走行クレーンなどの剛体横運動機能を有

する搬送装置の制御法の開発を目指すものである． 

(a) 

(b) 

Fig. 1-5 Wave control of crane rope-and-mass by support movement. 

(a): Crane model; (b): Analysis mode.  
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第４章では，制御器内にソフトウェアとして構築する仮想懸垂２自由度単振子系を用い

た実ロープ荷系の支持点の加速度制御による波動制御を研究した（Fig. 1-5）．走行クレー

ンなどの各種クレーン装置用の制御法の開発を目指すものである． 

最後に，第５章では,懸垂索の波動制御とロープ質量系振子としての波動制御の特性を生

かしたクレーン制御法のまとめを行った． 
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第２章  懸垂索の波動制御 

 

2. 1  緒言 

 

本章では，Fig. 2-1 に示すような，懸垂索固定端近傍での波動制御の懸垂索系全体に対

する制振性を研究した．クレーントロリー運動とは独立に機能するもので，閉空間での制

振装置として使うことを目指した制御法である．走行クレーンのみならず，将来的には，

ジブクレーンのジブ先端に取り付け可能な制振装置としての応用も考えられる． 

懸垂索では索の任意位置の張力がその位置から下端までの自重として作用するため，運

動方程式は可変係数微分方程式となり，その波動伝搬解析解は知られていない．そこで，

近似解を求めるため差分索モデル(Finite Difference Rope: FDR)を利用する．懸垂索運動

方程式を差分近似し，さらに隣接３節点の質量分布を中央節点の質量係数で代表する近似

を仮定して（３節点では張力一定の近似），差分波動伝搬解を導出した．得られた近似波動

伝搬解を差分方程式の厳密な数値解と比較することで精度を確認した． 

また，差分モデルの節点を取り方の検討を行った．運動方程式を差分近似する場合，は

りでは，差分中央で節点変位を表す場合と差分境界で節点変位を表す場合で境界条件式に

差があるため，節点変位の表し方で運動方程式が異なることが知られている(64)．はりの場

合は何れの近似法でも近似精度は異なるが運動方程式は導出できる．しかし，懸垂索では，

下端自由端は境界条件を合理的に表現する近似手法がない．これは４階偏微分方程式で表

現されるはりでは１つの境界に対して２つの境界条件式があるのに対し，懸垂索が２階偏

微分方程式で表現されるため境界条件式が一つしかなく，自由端境界を表現できないこと

によるためである．索では合理的に表現できる力学条件は固定端しかない．本研究では力

Fig. 2-1 Application of wave control of suspended rope near fixed boundary 

Crane jib

Crane rope

Load mass

Wave absorbing 
actuator

Wave absorbing 
actuator

Trolley

Load mass

Crane rope

Girder
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学的に未解決な懸垂索下端の境界条件の表し方について，差分近似の合理的な近似法の検

討を加えた． 

下端に荷重が作用しない場合は振動解がベッセル関数で与えられることが知られており

(63)，ベッセル関数解との固有振動数の比較から近似法を評価した．下端荷重がある場合の

一般解は 0次の第 1種と第 2種のベッセル関数であるが，一般解の任意定数を決定するた

めの下端境界条件の与え方が解明されていないため利用できない．そこで，下端荷重が十

分大きい場合に，懸垂索の固有振動数が単振子固有振動数に漸近することを利用して，近

似法の評価を行った． 

制御則は,波動伝搬解を用いて，固定境界条件の影響を受ける境界節点運動方程式を，境

界条件が存在しないと仮定したときの節点運動方程式に一致させる補償制御法である．そ

のため，境界条件の表し方が差分モデルの取り方によって変わっても，その変わった境界

条件対して境界条件を除去する制御を行うので，制御後の波動制御特性は差分モデルの表

し方の影響を受けない．ここで，差分運動方程式が差分幅の分布力のつり合い式であるこ

とより，差分モデルに基づいて導出した制御力は，分布定数系モデルに対して差分幅の分

布力に換算して適用できる．自由振動制御と強制振動制御に適用してその有用性を検討し

た． 

 

 

2. 2  制御則 

 

2.2.1  運動方程式と差分化モデルの合理化 

 

懸垂索の自由振動状態のつり合いをFig. 2-2に示す．ここで，
 
は索の単位長さ当りの

質量，M
 
は下端集中質量である．Fig. 2-2のように任意の点 x  において，索は水平方向に

振動するものとする．微小運動を考えると， 2( )y x   は１に比較して無視できる． 

座標 x
 
での索に対する接線と x

 
軸の正方向とのなす角を ( )x とし，張力と ( )T x  とすると 

 

                                     , 

                                    

 

となり，張力は次式で表せる． 

                                                                           (2.1) 

同様に， 

  
( )+( )d ( d )+T x T x x l x x M    g g  

すると，微小区間[ , ]x x dx  に働く張力の合力の水平方向成分は次のようになる． 

2 2

tan ( )
sin ( )=

1+tan ( )
1+

y

x yxx
xx y

x








 
 

 
 

2

2cos ( )= 1-sin ( )= 1- 1
y

x x
x

 
 

 
 

 ( )= ( )+ cos( ( )) ( )+T x l x M x l x M    g g g g
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   

 
2

2

( ) ( ) ( )

( )

y y y
M l x dx dx M l x

x x x x

y y
M l x dx dx

x x

 

 

    
       

    

 
  

 

g g g g

g g g

　

=

            （2.2） 

ここで，
2

2

y
dx

x




 

は微小量とみられるので，無視できる． 

鉛直成分は 

   
2 2

( ) 1 ( ) ( ) 1
y y y

M l x dx dx M l x
x x x x

dx

 



      
           

      

 

g g g g

g

   

となる．すなわち，張力の合力の鉛直成分は重力とお互い相殺しているので，微小区間の

鉛直方向の運動は自由運動とみなすことができる．したがって，索の微小要素 dx  の水平

方向の運動に対するニュートンの運動方程式は次のようになる． 

 
2 2

2 2
( )

y y y
M l x dx dx dx

x x t
  

  
   

  
g g g                    （2.3） 

さらに， z l x   を(2.3)式に代入して整理すると次式を得る， 

             

                                                          

（2.4） 

ここで， z  は下端からの座標位置である． 

2 2

2 2
( ) 0

y y y
M z

t z z


   
    

   
g

Fig. 2-2 Diagram of suspended rope with load mass 

y

 l x M  g g

 dl x x M   g g

y

x

dx

z

l

O

g

Gravity

x
M

 dy y x x  

T

 dT T x x  
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次に，式(2.4)をFig. 2-3に示すように中央差分近似する． Fig. 2-3(a)の差分モデルを

差分Ａモデル，Fig. 2-3(b)の差分モデルを差分Bモデルと呼ぶ．座標を z ，座標間隔 z ，

節点変位を  ( ) ,my t y z t と置くと，差分モデルの運動方程式は次のようになる． 

差分Ａモデル： 

      1 11 2 1 2 0m m m my m y m y m y
z

  


          
g

            
（2.5） 

差分Ｂモデル： 

      1 11 2 2 1 2 0m m m my m y m y m y
z

  


          
g

            
（2.6） 

ここで， ( )M z     

２種の差分モデル（モデルＡ及びＢ）を用いることの妥当性を，下端自由境界条件の観

点から検討する．波動伝搬解は上端境界近傍で行うので制御法は下端境界条件の与え方に

は関係ないが，懸垂索の下端境界条件の与え方は偏微方程式の境界値問題として未解決の

課題であるので検討を加える． 

1 0ny  

1ny 

1my 

1my 

g

ny

1y

2y

myz

M g

1 0ny  

1ny 

1my 

1my 

g

ny

1y

2y

my

M g

Fig. 2-3 (a) (b) Finite difference model of 

suspended rope with load mass. 

 (a): Model A; (b): Model B. 

 

(a) (b) 

1y

2y

0y

1y

2y

0y

Fig. 2-3(c) Imaginary finite 

difference node point at free end. 

Model A Model B 
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下端境界自由の節点 1の運動方程式は次式となる（Fig. 2-3(c)参照）． 

差分Ａモデル 

                                                                        (2.7) 

差分Ｂモデル 

                                                                        (2.8) 

ここで， は仮想節点変位である．方程式（2.7），（2.8）より，下端に集中質量がない

場合(λ＝0)，差分Ａモデルでは仮想節点変位 0y が現れないが，差分Ｂモデルでは仮想節

点変位 0y が現れる．下端に集中質量が有る場合(λ≠0)，差分Ａモデルと差分Ｂモデルの第

１節点方程式で仮想節点 0y を含む項が現れる．何れ場合も下端仮想変位の処理が必要とな

る． 0 1 2, ,y y y の 3節点の関係について合理的な力学表現が知られていないので，数値的に

合理的な表現を探索する調整パラメータ を含む次式を仮定する．  

 2 1 1 0y y y y  
                            

（2.9） 

λ＝0とλ≠0を分けて懸垂索の固有振動数を計算し，シミュレーションによって差分モ

デルの合理化とパラメータ の値を探す． 

λ＝0の場合，懸垂索運動方程式(2.4)の解は0次第1種ベッセル関数で与えられる．この

場合は懸垂索の下端境界に境界条件を与えなくても解が求められる（有限値であることは

使っている）．ベッセル関数解から求めた固有振動数を基準として，差分Ａモデルと差分Ｂ

モデルの固有振動数を比較し，誤差を計算する． 

-
100 (%) 

差分モデルの固有振動数 ベッセル解から求めた固有振動数
誤差

ベッセル解から求めた固有振動数
 

Fig. 2-4 には 1 ml  の50自由度懸垂索の差分Ａモデルと差分Ｂモデルの固有振動数と

ベッセル関数解の固有振動数との比較を示す．横軸はベッセル関数解から求めた固有振動

0y
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      1 0 1 21 2 2 1 3 2 0y y y y
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g

Fig. 2-4 Relative natural frequency error of 50-DOF FDR without load. 
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数を示し，縦軸は差分Ａモデルと差分Ｂモデルの固有振動数のベッセル関数解から求めた

固有振動数に対する誤差を示す．Fig. 2-4 より，差分Ａモデルの低次モード固有振動につ

いては十分な精度を有していることが分かる．一方，差分Ｂモデルでは，パラメータ の

値を調整しても，広範な周波数域において固有振動数を高精度に近似できない．すなわち，

Fig. 2-4より差分Ａモデルの差分境界の取り方が合理的であると言える．高次固有振動数

の誤差は差分近似誤差であると考えられる． 

 

0  の場合について合理的な差分Ａモデルだけに注目する． 0  の場合，懸垂索運動

方程式(2.4)の一般解は 0次の第 1種と第 2種のベッセル関数であるが，一般解の任意定数

を決定するための下端境界条件の与え方が解明されていない．そこで，十分大きな下端質

量がある場合の１次固有振動数が単振子の固有振動数に漸近することを利用して を探

す．Fig. 2-5 に，をパラメータとして に対して 1 ml  の 50 自由度差分懸垂索の 1次

固有振動数と単振子の固有振動数を比較した結果を示す．Fig. 2-5 より十分大きいに対

する１次固有振動数が単振子の固有振動数に一致する
 
の値は 1  であることが分かる．

また， 1   では 1次固有振動数がゼロに近づく．これは第１節点方程式が 

1 1 2 1 1 1( ) 0; (1 1 ) 1z y a y a y a        g  

となり実固有値を持つ必要条件
1 0a  から， ( 1)    となるためである．このことは

1   が力学的に不合理であること意味している．すなわち 1次固有振動数の自由端は先

端振幅より小さくなければならない． 

0 の場合下端自由の懸垂索の２次以上の固有振動数については一定張力T を受ける

両端固定索の固有振動数に漸近すると考えられる．すなわち， 

10

( ) ( 1 49)

i

iT Mg z g i

 

  



    

の懸垂索の固有振動数

張力 を受ける両端固定索の固有振動数 ～
 

Fig. 2-6 に，λ＝4000，下端自由， 1 ml  の 50 自由度差分懸垂索の 2 次以上の固有振

動数と一定張力T を受ける両端固定索の固有振動数とを比較した結果を示す．一定張力T

を受ける両端固定索の固有振動数を基準として，懸垂索の固有振動数と両端固定索の固有

振動数との誤差を計算する． 

1懸垂索の固有振動数 -両端固定索の固有振動数
誤差= 100 (%) (i=1～49)

両端固定索の固有振動数
i i

i

 


   

Fig. 2-6 より，懸垂索系の２次固有振動数以外の固有振動数については，一定張力T を

受ける両端固定索の固有振動数に対する差は にほとんど依存しない．Fig. 2-6 で固有振

動数が低めになるのは十分大きな下端質量がある場合でも振子モードの影響と分布質量の

影響があるためと考えられる． 

このことから 0  のシミュレーション演算では 1  とした． 
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2.2.2  波動伝搬解 

 

節点を境界とする差分Ａモデルが最も合理的であるのでＡモデルを用いて，波動伝搬解

を求める． 

漸化式を得るために
1m m my y   と置き，Ａモデルm 番目節点方程式と 1m 番目節点

方程式の差を取ると，次式が得られる． 

      1 12 01 1m m m mm m m
z

     


         
g

                    (2.11) 

  
     m mL t sm      と置き，式(2.11)をラプラス変換すると次式が得られる． 

    
2 2

1 0 1 02 0 ;m m mI s I I m z         g                            (2.12) 
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Fig. 2-5 1st natural frequency of 50-DOF FDR of Model A to in 

Eq. (2.9) with load mass. 

Fig. 2-6 Relative natural frequency error of 50-DOF FDR with load mass. 
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式(2.12)の解を式(2.13)と仮定する．解を式(2.12)に代入すると，座標正方向に伝搬する

特性根式(2.14)が求められる． 

   0

m

mI s s                                                           (2.13) 

   
2

2

0 0 04 4s s s       
 

                                         (2.14) 

さらに，特性根式(2.14)はラプラス逆変換により2次第1種ベッセル関数 2J を用いて式

(2.15)で表される． 

   1

0 2 02 2L s J t t                                                       (2.15) 

従って，式(2.14)および式(2.15)から隣接節点変位が周波数領域と時間領域で，それぞれ

式(2.16)，式(2.17)として求められる 

         1 1 0

1
m m m m

m
Y s Y s Y s Y s s

m


 


 

 
    

                            (2.16) 

         1 2 0 1

0

1 2
2 d

t

m m m m

m
y t y t J t y y

m t


    

 
 

 
          

              (2.17) 

かmが十分大きい場合は式(2.5)の係数を一定値と見なせるので 

  1 12 0m m m my m y y y
z



      

g
                                      (2.18) 

と置ける．すなわち，3節点間で一定張力が作用する索の運動方程式と等価となる．この

とき，  2

0 z   g +m と置き，     mmL Yy st  として，解を式(2.19)と置くと， 

   0

m

mY ss                                                            (2.19) 

隣接節点変位は式(2.20)，式(2.21)で表される． 

     2

1 0 0( ) ;m mY s s Y s m z       g                                   (2.20) 

     1 2 0

0

2
2 d

t

m my t J t y
t

   


    
                                      (2.21) 

式(2.13)は索質量に起因する節点位置重みを考慮した 3連続節点で成立する近似解であ

る． 

次に，理論式(2.17)と式(2.21)の精度を直接シミュレーション解との比較によって有用

性を検証する． 
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Fig. 2-7は，差分Ａモデルで 0  , 50n   として 1 ml  の最下端節点に初期変位 

1 0.1 my  を与えた場合の変位伝搬を節点番号 6,16,26,36,46m  について示したものであ

る．実線は懸垂索全体の固有モード展開による直接シミュレーション解であり，○印は式

(2.18)の解(
2 1,m my y 

から
my を演算)，△印は式(2.20)の解（

1my 
から

my を演算）をサン

プリング時間 41 10  st    ，畳み込み積分項数 =1000cin で計算したものである．節点 

6m  の場合を除いて，いずれの場合もほぼ理論解とシミュレーション解が一致しており，

理論的な波動伝搬解として適用可能であることが分かる． 46m  で誤差が大きいのはシミ

ュレーション解が固定端条件を反映しているのに対し，波動伝搬解は境界が存在しないも

のとして演算するためである．節点番号 16,26,36m  の応答から，mが大きいと近似解が

より直接シミュレーション解に近くなることが確認できる． 

Fig. 2-8は 5000  ， 50n  として 1 ml  の最下端節点に初期変位 1 0.1 my  を与えた

場合の差分近似解と直接シミュレーション解との比較である．実線は懸垂索全体の固有モ

ード展開による直接シミュレーション解，○印は式(2.18)の解(
2 1,m my y 

から
my )，△印

は式(2.20)の解（
1my 
から

my ）である．Fig. 2-7より，荷重が大きい場合は節点番号が小

さい節点でも十分な精度を持つことが確認できる．  
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Fig. 2-7 Accuracy of solutions Eq. (2.17) and Eq. (2.21); Y: direct numerical computation; 

 y: solution of Eq. (2.17); yy: solution of Eq. (2.21); Ym, ym, yym (m: node numeber). 
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2.2.3  制御則 

 

制御則は境界条件の影響を受ける境界節点方程式が波動伝搬解を満たすように補償制御

する手法で(65),(66)，懸垂索上端支持境界から１差分間隔の索位置に適用して，境界節点運

動方程式(2.22)が内部節点方程式と同じになるよう，式(2.23)右辺の強制項を制御力とし

て作用させるものである． 

    11 2 1 2 0n n ny n y n y
z

 


       
g

                                (2.22) 

      1 11 2 1 2n n n ny n y n y n y
z z

  
 

         
g g

                     (2.23) 

ここで，制御項の 1ny  は実在しない仮想変位であり，実在変位 1,n ny y  から波動伝搬解を用

いて演算する．すなわち，境界の一節点内側で，境界が存在しない場合の波動伝搬状態の

力学的つり合いを強制的に実現する． 

差分制御則を分布定数系の運動方程式(2.4)に適用する場合は，式(2.23)に z  を掛け

れば分布力のつり合い式で表現できるので， 1( ) nn y  g を差分幅 1 2 1 2n z n z   ～（ ） （ ）

の座標位置に作用する分布力として作用させればよいことが分かる． 
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2.3  制御シミュレーション 

 

本節では自由振動と強制振動の制御シミュレーション応答を述べる． 

 

2.3.1  集中質量を有しない下端自由境界の場合 

 

 (1)  自由振動制御 

 

Fig. 2-9，Fig. 2-10 に索長1 m の 50 分割差分モデルの自由振動制御応答を示す．それ

ぞれ制御則式(2.17)および式(2.21)を適用して 41 10  st    ，畳み込み積分項数 1500cin 

として直線状の初期変位を与えた場合の時刻歴応答である．Fig. 2-9(a)，Fig. 2-10(a)

は全節点の時間軸表示で，Fig. 2-9(b)は 0 1.52 st  ，Fig. 2-10(b)は 0 1.6 st  での

モード形状である．いずれの場合も制御則が有効に作用している．制御則式は，より厳密

な式(2.17)の場合の方が制御性は若干高いが顕著な差異は見られない． 50n  であり索質

量の影響がそれほど無いためと考えられる． 
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Fig. 2-9 Controlled free vibration of lower-end-free 50-DOF FDR with no load by 

control law Eq. (2.17); (a): time chart, (b): mode chart. 
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Fig. 2-11は制御則式(2.21)を分布定数系（Distributed parameter rope system: DPR）

の式(2.4)に適用した場合である（初期変位は1次モード形）．分布定数系応答は上端固定境

界条件を満たすベッセル関数で解を表現するため，隣接節点変位差の伝搬を基に求めた式

(2.17)の制御則では安定な応答が求められなかった．固定条件が差分波動伝搬特性を実現

できないものと考えられる( 410  s,  1500cit n   ）．分布定数系応答は差分モデル応答とほ

ぼ同じで差分制御則の有効性が確認できる． 

Fig. 2-11(b)より境界近傍もベッセル関数で滑らかに変位が表現できることが確認でき

て，波動伝搬則式(2.21)が十分有用であることが分かる． 

Fig. 2-9～Fig. 2-11 の制御応答から分かるように，境界条件除去制御である本制御手

法は波動伝搬変位に追従するように制御するため外乱によっては境界近傍で変位が大きく

なる．索の場合は剛性が無視できるので境界近傍の変位は実用的には問題にならないと思

われるが制御変位を抑制したい場合もある．そこで，制御境界の変位が限界値を超える場

合は制御しないで限界値内にある時間のみ制御力を発生させた制御応答を求めた．制御則

式(2.21)を利用した差分モデルの応答と分布定数系での応答を Fig. 2-12 に示す．制御時

間が制限されるので整定時間が大きくなるが安定して制御できることが確認できる． 
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control law Eq. (2.21); (a): time chart, (b): mode chart. 
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Fig. 2-11 Controlled free vibration of lower-end-free DPR with no load by 

control law Eq. (2.21); (a): time chart, (b): mode chart. 

 

Fig. 2-12 Controlled free vibration of lower-end free DPR with no load and 

control displacement limit; (a) time chart, (b) mode shape. 
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(2)  強制振動制御 

 

Fig. 2-13 に索長さ1 m の 50 分割差分Ａモデルで節点 1 を加振した場合の節点 25 の周

波数応答とシミュレーション応答を示す．実線は非制御と制御周波数応答であり，∗印，△

印，○印は各固有振動数での時間軸応答振幅値である．∗印は制御則は式(2.17)を用いた差

分懸垂索系応答，△印は制御則は式(2.21)を用いた差分懸垂索系応答，○印は差分制御則

式(2.21)を用いた分布定数系応答を示している．分布定数系の応答計算では差分モデルの

節点１に相当する範囲に分布加振力を作用させたときのゲインを示しており，応答は十分

小さい加振周波数に対する応答振幅(静的変位)で基準化して表示している．Fig. 2-13 よ

り共振は消滅し波動伝搬状態が生成されていることがわかる． 

差分モデル制御応答は周波数応答にほぼ一致している．一方，分布定数系応答は差分モ

デルより応答振幅がかなり小さい．差分応答との差異の原因は不明であるが，ベッセル関 
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Fig. 2-13 Response of node 25 of 50-DOF FDR without load mass; UCYG25: Frequency response 

with no control, CYG25: frequency response with control , CFDP: Controlled response by using 

Eq. (2.17), CFDA: Controlled response by using Eq. (2.21), CDP: Controlled distributed parameter 

rope by using Eq. (2.21). 

Fig. 2-14 Controlled mode shape of 50-DOF FDR. 

(a) 1st natural frequency disturbance, (b): 4th natural frequency disturbance. 
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数の下端はモード形状が複雑であり加振外力の与え方や差分自由度数が影響していると考

えられる．Fig. 2-14，Fig. 2-15 に差分モデル系と分布定数系の制御応答モードを示す．

ベッセル関数解の分布定数系下端応答が差分モデル系と差異を有することが認められる． 

 

 

2.3.2  集中質量を有する下端自由の場合 

 

 (1)  自由振動制御 

 

Fig. 2-16 に 5000  ，索長さ1 m の 50 分割差分モデルの自由振動制御応答を示す．制

御則式(2.21)を適用して 41 10  st    ， 200cin  で直線状の初期変位を与えた場合の時刻

歴応答である．Fig. 2-16(a)は全節点の時間軸表示，Fig. 2-16(b)は 0 6 st  でのモー

ド形状である．モード波形から分かるように，下端質量に引きずられて，索はほぼ直線状

に変位している（表示時間間隔が大きいので極端に見える）．索での波動伝搬が急速である

ためである．また，差分モデルのため境界近傍変位に制約がないので索は垂直線状となっ

ている（差分モデル制御応答では見かけ上境界が消失している）．図は省略しているが，

100  の場合は Fig. 2-10 に示す 0  の特性が応答初期に現れて索の下端と制御上端の

間で波動伝搬状態が見える． 

大きな下端質量を有する場合は下端質量の動きにあわせて上端が変位するので制御境界

端は質量変位と同じとなり，懸垂索制御としての特長がない．そこで，制御端変位に制限

を与える場合を検討した．Fig. 2-17 に計算例を示す．整定時間は長くなるが十分小さい

制御変位で振動が減衰していて，索内に伝搬する振動エネルギーが制御境界で吸収されて

いることが確認できる． 
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Fig. 2-15 Controlled mode shape of DPR 

(a) 1st natural frequency disturbance, (b): 4th natural frequency disturbance. 
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 (2)  強制振動制御 

 

Fig. 2-18 に 5000  ，索長さ1 mの 50 分割差分Ａモデルで 41 10  st    ， 200cin  と

して節点 1 を加振した場合の節点 25 の制御応答とシミュレーション応答を示す．実線は非

制御と制御周波数応答であり，∗印，△印は各固有振動数での時間軸応答振幅値である．∗

印は制御則式(2.17)を用いた差分懸垂索系応答，△印は制御則式(2.21)を用いた差分懸垂

索系応答である．Fig. 2-18 より共振は消滅し波動伝搬状態が生成されていることがわか

る．シミュレーション応答もほぼ周波数応答に一致しており制御則の有効性が確認できる．

制御則の波動伝搬解の差異はそれほどなく節点毎の索質量分布を考慮した式(2.17)の制御

特性が必ずしも効果的とは限らない．Fig. 2-19 は制御変位に制限を与えない場合と制限

を与えた場合の時間軸応答を示したものである．定常値は同じであるが制御変位の過渡振

動値が抑制できている．制限変位が定常応答振幅以下の場合は明らかに応答が発散する（制

御できない）． 
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Fig. 2-16 Controlled free vibration of 50-DOF FDR with load mass by using Eq. (2.21); 

(a): Time chart, (b): Mode shape. 

Fig. 2-17 Displacement-limited controlled free vibration of 50-DOF FDR with load 

mass by using Eq. (2.21); (a): Time chart, (b): Mode shape. 
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2.3.3  集中質量を有する下端固定境界の場合 

 

Fig. 2-20 に 5000  ，索長さ1 mの 50 分割差分モデルで 41 10  st    ， 200cin  とし

て節点 5 を加振した場合の節点 25 の制御応答とシミュレーション応答を示す．実線は非制

御と制御周波数応答であり，∗印，△印，○印は個々のモード対応の周波数応答である．∗印は

制御則は式(2.17)を用いて，△印は制御則は式(2.21)を用いた差分懸垂索系応答である. が

十分大きいとして懸垂索全体が一定張力を受けると近似したときの固有関数（sin 関数）

でモード展開した分布定数解を用いた制御応答も記している．○印で表示する．制御則は

式(2.21)で，索質量を考慮した差分制御応答に近い応答である．Fig. 2-20 より共振は消

滅し波動伝搬状態が生成されていることがわかる．シミュレーション応答もほぼ周波数応

答に一致しており制御則の有効性が確認できる． 

0.0001

0.01

1

100

0 20 40 60 80 100 120 140

G
ai

n

Frequency (Hz)

UCYG25

CYG25

CFDP

CFDA

10

1000

0 1

-0.3

0

0.3

0.6

0 10 20 30 40

D
is

p
la

ce
m

en
t 

y
m

(m
)

Time t (s)

(a)
-0.6

-0.3

0

0.3

0.6

0 30 60 90 120 150

D
is

p
la

ce
m

en
t 

y
m

(m
)

Time t (s)

(b)

Fig. 2-18 Response of node 25 of 50-DOF FDR with load mass; UCYG25: frequency response 

with no control, CYG25: frequency response with control , CFDP: Controlled response by using 

Eq. (2.17), CFDA: Controlled response by using Eq. (2.21). 

Fig. 2-19 Controlled response of 50-DOF FDR with load mass to 1st natural frequency 

disturbance by using Eq. (2.21) ; (a): With no control displacement limit, 

(b): With control displacement limit. 
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2.4  制御則の特性 

 

本節では波動制御時の索全体の波動伝搬から制御則式(2.17)と式(2.21)の特性を検討し

た．前節では制御変位に制限を与えた場合の応答計算に式(2.21)を用いた．式(2.17)では

制振効果が確認できなかったため（発散する）であるが，その原因を検討した．Fig. 2-21，

Fig. 2-22 は 100  として式(2.17)および式(2.21)を用いた制御変位に制限を与えない自

由振動制御応答で，制御力の印加パワーとその積分値である系へのエネルギー印加を示し

たものである（エネルギー表示数値に z t  を掛けると有限次元となる）．両図にほとんど

差異はないが，Fig. 2-9，Fig. 2-10 に類似して，式(2.17)の制御則の方が性能は若干よ

い．最大振幅が小さく印加エネルギー量も小さい．両図において，全エネルギーのマイナ

ス分が索からの吸収エネルギーであるが， 0.4 st  までは系にエネルギーを印加している．

この間に索全体から制御端に向かった波動伝搬状態を生成していると考えられ，0.4 s t 

1.0 sで制御端変位がゼロに復帰して印加エネルギーを取り戻し，さらに系のエネルギーも

吸収している．1.0 s 1.5 st  では変位が負側に変位していて再び系にエネルギーを印加す

る．さらに，1 5 s 2 35 s. t .  でエネルギーを吸収している．以後，エネルギーの変化は少

なくなる．すなわち，本制御則では常に制御力がエネルギーを吸収しているのではなくエ

ネルギー吸収特性が制御対象の波動伝搬状態に依存していることが分かる．明らかにいず

れの制御式でも全吸収エネルギー量は同じである．ここで，系のエネルギー増減で特徴的

なことは，制御節点 50y がゼロから正または負方向に変位している時間では制御力が系に

エネルギーを印可し，極大変位からゼロに向かう時間にエネルギーを吸収していることで

ある． 

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1

0 50 100 150

G
ai

n

Frequency (Hz)

UCYG25 CYG25 CFDP

CFDA CDP
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by using Eq. (2.17), CFDA: controlled response by using Eq. (2.21); CDP: controlled response 

of distributed rope by using Eq. (2.20). 



32 

 

 

-0.05

0

0.05

0.1

0 2 4 6 8

D
is

p
la

ce
m

en
t 

y
m

 (
m

)

Time t (s)

(b)

-5

0

5

10

15

20

-0.03

0

0.03

0.06

0 2 4 6 8

N
o

n
d

im
en

ti
o

n
al

 e
n

er
g

y

D
is

p
la

ce
m

en
t 

y
m

 (
m

)

N
o

n
d

im
en

ti
o

n
al

 p
o

w
er

Time t (s)

(a)

y47 y48 y49

y50 y51 PW

ER

-5

0

5

10

15

20

25

-0.03

0

0.03

0.06

0.09

0 2 4 6 8

N
o

n
d

im
en

ti
o

an
al

 e
n

er
g

y

D
is

p
la

ce
m

en
t 

y
m

 (
m

)

N
o

n
d

im
en

ti
o

n
al

 p
o

w
er

Time t (s)

(a)

y47 y48 y49

y50 y51 PW

ER

-0.05

0

0.05

0.1

0 2 4 6 8

D
is

p
la

ce
m

en
t 

y
m

 (
m

)

Time t (s)

(b)

Fig. 2-21 Control power history and node displacement by Eq. (2.17) with no control 

displacement limit; (a) ym: mth node displacement; PW: control power; ER: control 

energy; (b) all nodes displacements. 

 

Fig. 2-22 Control power history and node displacement by Eq. (2.21) with no control 

displacement limit; (a) ym: mth node displacement; PW: control power; ER: control 
energy; (b) all nodes displacements. 
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Fig. 2-23，Fig. 2-24 は制御変位に制限（ 0 01 m. ）を与えた場合の自由振動制御応答

で，Fig. 2-23 は制御則式(2.17)の場合，Fig. 2-24 は制御則式(2.21)の場合である．Fig. 

2-24 の場合は安定にエネルギーが吸収されているが，Fig.2-23 の場合はエネルギーが追加

され加振されている．上述の制御力による系へのエネルギー印可・吸収の特性は，変位制

限を受けた場合も同様であることが確認できる．Fig. 2-24(b)の詳細な時刻歴から，制限

値近傍での変位に対しても原点から離れる方向の運動時にはエネルギーを印可し，逆の場

合にはエネルギーを吸収している．これらの挙動の積分として安定制御か不安定制御かが

分かれるが，Fig. 2-21 と Fig. 2-22 に見られる定量的な挙動の差異が制限変位内での運

動に対しても現れているのではないか考えられる． 

なお, Fig. 2-23 と Fig. 2-24 は直線的な初期変位を与えた場合の応答であるが，初期

速度を初期条件とする場合など種々の初期条件の応答でも同様の特性を確認していて本制

御法の基本的な特徴であると考えられる． 

以上より，式(2.21)の制御則が式(2.17)の制御則より懸垂索の波動制御としてロバスト

であることが分かる． 

 

 

2.5  結言 

 

懸垂索の振れ止め制御として差分モデルに基づく固定上端での境界除去制御を行う波動

制御法を提案した．主な知見および成果は以下の通りである． 

懸垂索分布定数系運動方程式の解析的な波動伝搬解は知られていないため差分波動伝搬

近似解を導出した． 

0

0.1

0.2

0.3

-0.02

-0.01

0

0.01

0.02

0 0.5 1 1.5 2

N
o

n
d

im
en

ti
o

n
al

 e
n

er
g

y

D
is

p
la

ce
m

en
t 

y
m

 (
m

) 

N
o

n
d

im
en

ti
o

n
al

 p
o

w
er

Time t (s)

y49 y50 y51 PW ER

Fig. 2-23 Control power history and node displacement by Eq. (2.17) with control 

displacement limit; ym: mth node displacement; PW: control power; ER: control 

energy. 
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下端自由境界に付加質量がない場合の境界値問題の一般解（0次第 1種ベッセル関数）

を用いて差分近似解の分布定数系での制御性を検証した． 

上端固定下端付加質量無の自由端，上端固定下端付加質量有の自由端，上端端固定下端

付加質量有の固定端の差分モデルシミュレーションによって周波数応答にほぼ一致する制

御応答を確認した． 

上端固定下端付加質量無の自由端の分布定数系シミュレーションによって差分モデルシ

ミュレーションに近い制御応答を確認した． 

境界近傍制御変位は制御に制限を与えることで整定時間を犠牲にするが任意に調整でき

ることを確認した． 
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Fig. 2-24 Control power history and node displacement by Eq. (2.21) with control 

displacement limit;(a),(b) ym: mth node displacement; PW: control power; ER: control 

energy. 
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第３章  多重懸垂単振子系の波動制御 

 

3. 1  緒言 

 

本章では，懸垂索質量を無視して下端の懸垂荷質量のみを考慮する単振子系としての制

振法を研究した．汎用の産業機械であるクレーンには簡便でロバストな制御法が実用面で

は有用であるので，精密な制御対象モデルを用いない制御法の一つとしてSaigoら(61),(67)- 

(69)によって提案された波動制御法を基礎とした制振法を研究した．Saigoらの制御法は，

Fig. 3-1(a)に示すように，制御対象の懸垂体が仮想的に多重懸垂体に懸垂された状態を支

持点加速度によって実現して波動伝搬状態を生成するもので，仮想的な多重懸垂体は制御

器内に数学モデルとして構築され，オンラインで挙動が演算されている．仮想懸垂体の波

動伝搬特性を利用しているが，仮想懸垂体モデルの支持点では波動反射が生じるため随時

「初期化」を行って変位と速度をゼロとしている（Fig. 3-1(b)）．初期化時に波動伝搬状

態が不連続になるため制振性が劣化していると考えられる．また，仮想懸垂体の適応的な

変更が煩雑であると考えられる． 

そこで，本研究では，波動伝搬解を開発して初期化を必要としない波動制御法を開発し

た．波動伝搬解の有用性を確認するため３自由度懸垂単振子系の制御を対象とした．本研

究の目的は１自由度単振子でモデル化できるクレーン索質量系の制振であるが，開発する

波動伝搬解は均質３自由度懸垂単振子の近似解であるため，制御対象として３自由度系が

必要であるためである．最下端単振子がクレーン索質量に対応し，上端側の均質２自由度

単振子は制振装置の一部であると見做す．一方，制御は支持点の加速度制御であり，波動

制御された系は支持点位置の位置決め性能を有していない．つまり，水平方向に支持され

ていない剛体系となるので，制振が完了して制御加速度=0となっても，それまでに印可し

た加速度の積分値である速度と変位がゼロになる保証がない．そのため，フィードバック

制御により補償する必要がある．波動制御支持点加速度に支持点の速度と位置のフィード

バックを重畳した制御法を提案した．提案手法の制御性について数値シミュレーションに

より検証し，さらに，フィードバック係数の制御特性に及ぼす影響も調べた．制御則の有

効性を確認するための実験を行った．実験は均質３自由度懸垂単振子と均質２自由度懸垂

単振子に１自由度索質量系を懸垂した３自由度懸垂系で行った． 

以下，本論文で扱う多自由度懸垂単振子系で，「均質」とは質量と振子長さが全て同一の

振子系を意味し，「不均質」とは質量は同一であるが長さが異なる振子系を意味する．一般

的には質量が不均質の場合もあるが，波動制御として利用しやすい特性を確認できなかっ

たため全質量を同一とする場合のみを対象とした．単振子系質量は下端荷質量と見做せば

よいので制御則は荷質量には依存しない． 
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3. 2  制御則 

 

3.2.1 運動方程式と制御則 

 

Fig. 3-2 は支持点加速度 1nx  を持った n 個の単振子からなる多重懸垂系を示している．k

番目振子の質量，長さ，振れ角をそれぞれ , ,k k km l  とする. 

支持端が加速度 1nx  を受ける多重懸垂単振子系の運動方程式をラグランジュの運動方程

式から導く．振子振れ角 k は微小であるとすると， k 番目の振子の運動エネルギ kT と 

Fig. 3-1 Wave control of multiple simple pendulum system by using imaginary pendulum 

system. (a) Wave propagation from real pendulums to imaginary pendulums (b) Initialization 
of imaginary system. 
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ポテンシャルエネルギ kU は次式で表される． 

2

2 2

1 1

1 1

2 2

n n

k k n j j k k k k k n j j k

j k j k

T m x l m l m l x l   
   

   
       

   
                       (3.1) 

22

1

1 1
2 2

n
jk

k k k j

j k

U m l l


 

    
         

    
g

                     

（3.2） 

ラグランジュアン  
1

n

k kk
L T U


  から運動方程式を求めると，次式系となる 

 1 1 1 1 1 2 2

1 2 2

1 1 1
0l m m m

m m m
  

   
      

   
g

                  

（3.3） 

1 1

1 1

1 1 11 1

1 1 1 1
0

( 1, )

k k k

k k j k j k j k

j j jk k k k

l m m m
m m m m

k n

   
 

 

   

        
            

        



  g
        （3.4)

1 1

1 1

1 1

1 1
0

n n

n n j n j n n

j jn n

l m m x
m m

  
 

 

 

     
        

     
 g                 （3.5） 
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Fig. 3-2 Non homogeneous multiple pendulum. 
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前章で扱った，支持点が固定されている場合の波動制御法の考え方を適用して制御則を

求める．仮想的に( 1n  )番目の振子を仮定し，最上端 n番目振子の運動方程式を境界の影

響を受けない内部振子の運動方程式と同じ形になるようにして境界除去を考える．( 1n  )

番目の振子がある場合， n番目振子の運動方程式は次のようになる． 

1 1

1 1

1 1 11 1

1 1 1 1
0

n n n

n n j n j n j n

j j jn n n n

l m m m
m m m m

   
 

 

   

        
            

        
  g         （3.6） 

式(3.5)と式(3.6)より n 番目の振子の支持点を加速度制御して境界を除去するには，水

平加速度
1nx 
として次式が成立すればよいことが分かる． 

1

1 1

1 11 1

1 1
0

n n

n j n j n

j jn n

x m m
m m

 


 

  

     
      

     
 g                   （3.7） 

ここで，制御量を得るためには
1n 
が必要である．均質多重単振子系の場合には以下の

ように近似波動伝搬解を導出することができる．波動伝搬解を利用することで計測する
n

を用いると
1n 
を演算できる． 

 

3.2.2  均質多重単振子系の波動伝搬解 

 

均質多重単振子系の振子長さを l とすると k 番目の振子の運動方程式は次式となる． 

    1 11 2 1 0k k k kk k k
l

          
g

                                   （3.8） 

ここで，     kk tLs  と置き，ラプラス変換すると次式が得られる． 

         2

1 1
1 2 1 0

k k k
k s s k s k s

l l l 

 
         

 

g g g
                        (3.9) 

式(3.9)の解を式(3.10)と置く． 

   
k

k
s s k                                                           (3.10) 

式(3.10)と式(3.9)から式(3.11)が得られる． 

      
22

2 1 0s s k l s    g

                     

  (3.11） 

式(3.11)から座標正方向に伝搬する波動伝搬解式(3.12)が得られる． 

   
2

21
4

4
s s k l s k l

 
   

 
g g                                       (3.12) 

式(3.12)のラプラス逆変換を行うと式(3.13)となる． 
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   1

2

2
2L s J k l t

t
     g                                                (3.13) 

2J :2次第１種ベッセル関数． 

式(3.10)から，隣接振子角度が伝達関数として 

     
1 1k k

k
s s;k s

k



  


                                               (3.14) 

で表されるので，式(3.13), 式(3.14)から時間領域では畳み込み積分として 

     1 2

0

2
2

1

t

k k

k
t J k l t v v dv

k t v
 

   
  

g                                (3.15) 

で表される． k 番目の振子角度から  1k 番目の振子角度が畳み込み積分式(3.15)で演算で 

きる． 

ここで，方程式(3-12)より，座標正方向に伝搬する近似波動伝搬解を得られるためには， 

   
2

4 0s k l g                                                      (3.16) 

が成立しなければならない．  

 

 

3.2.3  波動伝搬解の非均質多重単振子系への適用 

 

支持端で制御を行うため，式 (3.7),式(3.15)により，多重単振子系上端から連続３振子

が均質であれば波動伝搬解を利用して制御量が演算できる．つまり，質量は同一であるが

最下端振子長さ 1l とそれ以外の振子長さ l が異なる振子系(非均質多重振子系)で波動伝搬解

も使用可能である．振子長比パラメータとして
1l l  を導入する． 

式(3.16)より，k n として，ｎ自由懸垂単振子系には近似波動伝搬解の限界振動数 * が

ある．n自由度懸垂単振子系の最大固有振動数 n が波動伝搬解の限界内であれば波動制御

はできる．すなわち，次式が波動制御の必要条件である． 

 *

12n n l    g                                                      (3.17) 

前項で得られた近似波動伝搬解の精度と非均質多重単振子系への適用性を確認する． 

Fig. 3-3 に近似波動伝搬解と直接シミュレーション解との比較を示す．33自由度振子系

で最下端振子に初期条件（ 1 11  1    ）を与えた場合である．Fig. 3-3(a),(b),(c)はそ

れぞれ 0.2, 1, 4   の場合で，無次元時間 1t l  g を用いている．実線は直接シミュレー

ション解であり，◇〇□印は式（3.15）を用いて畳み込み計算した近似解である. ◇印 2 1 

は 1 から
2 , 〇印 3 2  は

2 から
3 , □印 4 3  は

3 から
4 を演算した解を表す．Fig. 3-3 か

ら近似解 2 1  と直接シミュレーション解
2 との誤差は多く，また，λが大きい場合は，近似

解 3 2  と直接シミュレーション解
3 との誤差が多いことが分かる．しかし，近似解 4 3  と直
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接シミュレーション解
4 はλに関わらず十分な精度があることが分かる．すなわち，近似

解を適用するには３自由度以上の自由度数をもつ均質多重振子系が必要であることが分か

る． 
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3. 3  ３自由度単振子系の波動制御 

 

本節では，振子質量が同一であり，最下端振子以外は同一振子長さの非均質 3自由度単

振子系の波動制御性を調べる． 

多重懸垂単振子系の運動方程式と制御則から非均質３自由度単振子系の方程式と制御則

は次式になる． 

 1 1 1 22 2 0l    g                                                      (3.18) 

 2 1 2 34 3 0l       g                                                (3.19) 

 

 

3 2 3 4

4 3 4

2 3 0

3 4

l x

x

  

 

    

   

g

g
                                                 (3.20) 

式(3.20)の支持端制御水平加速度
4x は，式(3.15)を用いて

4 を
3 から演算して求める

ことができる． 

Fig. 3-5 は，３自由度懸垂単振子系の固有振動数および波動伝搬限界とパラメータの

関係である．Fig. 3-5は無次元時間 1t l  g 表示である．Fig. 3-5より，均質多重単振子

(λ=1)の場合は，波動伝搬限界が存在するが，振子系の固有振動数が波動伝搬限界を越え

ない．しかし，非均質多重単振子(λ≠1)の場合，の限界値がほぼ5であることが分かる． 

Fig. 3-6に３自由度振子系で最下端振子を加振した場合の周波数応答を示す．無次元時

間 1t l  g 表示で，振子長比パラメータ
1( ) 0.2, 1 , 4, 6l l   の場合である．Fig. 3-6 

Fig. 3-4 Wave control of the 3 DOF nonhomogeneous simple pendulum system. 
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(ai) [i=1-4]は応答ゲインで，G1=第１振子のゲイン，G2=第２振子のゲイン/第１振子のゲ

イン，G3=第３振子のゲイン/第２振子のゲインである.波動伝搬限界内ではλが何れ場合も

G2,G3の挙動が一致する.特にG3が周波数にかかわらず一定値である．これは式(3.14)より，

第3振子と第2振子の角度振幅比が2/3であるためである．Fig. 3-6(bi)[i=1-4]は位相で

,P1=第１振子の位相， P2=第２振子の位相-第１振子の位相，P3=第３振子の位相-第２振子

の位相である． 1  の場合のFig. 3-6(a2),(b2)では，波動伝搬状態がほぼ理想的に生成さ

れていることが分かる．一方， 1  のFig. 3-6(a1),(b1)とFig. 3-6(a3),(b3)では共振を

抑制できるが，減衰が足りないので１次固有振動と３次固有振動のピークが残り，位相が

非制御の位相に近いことが分かる．また，Fig. 3-6(a4),(b4)より３次固有振動が制御でき

ないことが分かる．これはFig. 3-5に述べたλ=6が波動伝搬限界を超えた場合であるため

である． 

Fig. 3-7 は３自由度振子系の自由振動制御の時間軸応答である．Fig. 3-7(a1)～(a4)は，

それぞれ λ＝0.2,1,4,6 として，初期変位 1 11, 0   を与えた制御シミョレーション結果で

ある．λ＝0.2, 1 の場合の制御応答角振動数は約 π rad/s である． 1t l  g によって，有次

元時間を無次元時間に変換すると，周波数応答 Fig. 3-6(a1),(a2)の 1 次固有振動数とほぼ

同じであることが確認できる．λ=4, 6 の場合の制御応答角振動数は約 1.4π rad/s であり，周

波数応答 Fig. 3-6(a３),(a４)の 3次固有振動数とほぼ同じであることが確認できる．λ≠1

の場合は 1  の場合に比べて，整定時間が長く制御効果が悪いことが分かる．特に 6  の

場合は振動が残って制御できない．Fig. 3-6 と Fig. 3-7 の制御応答が一致することで，

３自由度の波動制御性，特に，均質場合の波動伝搬性がほぼ一番良いことを再確認した． 

ここでは,初期条件 1 11, 0   としてλに対する時間シミュレーションしたが,他の初期

条件を与えた 3 自由度振子系の振れ角の収束時間がほぼ同じことも確認している． 

Fig. 3-5 Natural frequencies and wave propagation limit of 3-DOF 

non -homogeneous pendulum system to the length ratio λ. 
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system with initial conditions  for λ=0.2, 1, 4 and 6. 
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3.4  ３自由度単振子系の支持点位置制御 

 

式（3.7）は振れ角制御を支持点横加速度制御で行うため，制御対象振子系の初期条件に

よっては振れ角がゼロとなる時点で支持点位置の変動や支持点速度が残った状態で制御が

終了する可能性がある．そこで，支持点横加速度として次式(3.21)に示す位置と速度のフ

ィードバック量を重畳した加速度a を制御量とする． 

 1 1 1a n v n p n fa K x K x K x x                                             (3.21) 

ここで， ,  ,  a v pK K K はフィードバック係数で，𝑥𝑓は制御後の支持点目標位置である． 

式(3.21)のフィードバック項は支持点を含む制御対象が剛体として1自由度減衰振動す

るとして次式に基づいて導入したものである． 

 1 1 1 0n v n p n fx K x K x x                                                  (3.22) 

最適なパラメータ ,  ,  a v pK K K を探索するため，次式の評価関数で制振性を評価する． 

  

 
22

1

1

( ) ( ) /
n

j n f

j

R t x x l 



                         （3.23） 

( )R t は，多重単振子系にそれぞれパラメータ , ,a v pK K K を与えて時間シミュレーション

する時の，ある時刻の各振子振れ角と支持点位置偏差の評価式である．短時間の場合の ( )R t

は時刻によって変動が大きいが，時間を経た場合の ( )R t は十分安定している． 

Fig. 3-8は，上式系で 3n  として，３自由度非均質振子系で初期条件を（ 1 11 , 1     ）

としてシミュレーションにより評価関数値を求めた結果である．それぞれ，λ=0.2(Fig. 3-8 

(a1),(b1))，λ=1(Fig. 3-8(a2),(b2))，λ=4 (Fig. 3-8(a3),(b3))の場合で,
 

1,  0,  a fK x 

1 1 m  l  である．Fig. 3-8(a1),(a2),(a3)は10秒時点での評価関数値，Fig. 3-8(b1),( b2) 

(b3)は50秒時点での評価関数値である．Fig. 3-8より λ<1 の場合は有用な v pK , K  の値の

範囲がλ=1の場合より広いことが分かる．一方，λ=4 の場合はフィードバックをかけでも

制御性能が悪い．つまり，λが大きい場合はフィードバック制御を加えても制御性能が改

善できないことが分かる． 

Fig. 3-9は目標位置 1 mfx  に移動する場合の制御シミュレーションの評価関数値であ

る．初期条件を( 1 10, 0    )とした，λ=0.2 (Fig. 3-9(a1),(b1))，λ=1 (Fig. 3-9(a2), (b2))，

λ=4 (Fig. 3-9（a3),(b3））の場合で, 11, 1 m aK l  である．Fig. 3-9(a1),(a2),(a3)は10

秒時点での評価関数値，Fig. 3-9(b1),(b2),(b3）は50秒時点での評価関数値である．Fig. 3-9

より，制御目標位置が原点以外の場合のフィードバック係数特性と制御原点に戻る場合の

フィードバック係数特性とには共通の特性があることが分かる． 
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Fig. 3-8 Evaluation value of to the feedback parameters with  

and . (a1), (a2), (a3) : at 10 s; (b1), (b2), (b3) : at 50 s; (a1), (b1) : ,  

(a2), (b2) : , (a3), (b3) : . 
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Fig. 3-9 Evaluation value of to the feedback parameter with  and 

.  (a1), (a2), (a3) : at 10 s; (b1), (b2), (b3) : at 50 s; (a1), (b1) : λ＝0.2, (a2), 

(b2) : λ＝1, (a3), (b3) : λ＝4. 
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Fig. 3-8 では， 1   の方が均質な 1   の場合より制振性が良いという結果が確認さ

れた．評価関数から最終時間のシミュレーション結果を得られるが，振子振れ角収束挙動

と支持点位置の移動挙動を別々に観察できないので，次に時間シミュレーション応答を示

す． 

Fig. 3-10 には，それぞれ，λ＝0.2, 1, 4 の場合で， 1, 1, 0.5a v pK K K    とし，最下端

振子に初期角度と初期速度（ 1 11, 1    ）を与えた応答を示す．Fig. 3-8(a),(b),(c)

から  の異なる各場合の振れ角の収束時間を比較すると，均質の場合の波動伝搬性能が最

も良いことが分かる．フィードバック制御の効果で λ＜1 の場合は振れ角収束とともに支持

点が原点に戻るが， 1  の場合は支持点位置の収束が悪いことが確認される． 
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Fig. 3-10 Time charts of controlled free vibrations of 3-DOF nonhomogeneous 

pendulum system with the initial conditions and

for λ=0.2, 1 and 4. 
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Fig. 3-7 の結果と Fig. 3-10 の結果を比較すると，角度の制振性はλに関わらずほぼ同

じである．しかし，Fig. 3-10 では支持点位置の制振性はλが小さい方が良い．つまり， 

1   の方が均質な 1   の場合より制振性が良い．支持点位置の制御では，全振子長さ

が短い方が系の固有振動数が高く，有利であるためであると考えられる． 

フィードバク制御を加えた3自由度振子系の制御結果から以下のことが言える． 

角度の波動伝搬特性のみでは均質な場合が最も性能が良いが，支持点位置偏差を考慮す

る場合の最適な構造はフィードバク係数と振子比にも依存する．λ＞1の場合，フィードバ

ック制御を加えても制御性能が改善できないことが分かる． 

 

 

3.5  実験 

 

制御則の検証ための実験を行った．実験装置図をFig. 3-11に示す．多重懸垂振子実験装

置と制御演算用のDSP装置とホストコンピュータで構成した．多重懸垂振子実験装置はサー

Fig. 3-11 Experimental apparatus for 3 pendulum system and 2 

pendulums and rope-and-mass system. 
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ボモータとボールねじを組み合わせたリニアアクチュエータに３個の振子を連結した多重

懸垂振子系で構成した．振子軸受間距離は0.2 mで，最上端以外のポテンシオ付加部に質量

を集中させていて単振子に近い構造としている．固有振動数計測(0.656, 1.541, 2.552 Hz)か

ら単振子長さ 0.24 ml  として制御則の演算に用いた．２自由度均質振子系の下端に懸垂し

たロープ質量系のロープ長さは0.9 mである．支持点横制御加速度はサーボモータの速度制

御シーケンスで近似して印加している．ボールねじストロークは約44 cmである．最上端ポ

テンシオメータは最上端角度
3 の検出用で，自由端側２個は各振子の振れ角モニタ用であ

る． 

 

 

3.5.1 ３振子系の場合 

 

Fig. 3-12に均質３振子系の制御結果を示す．Fig. 3-12(a)は非制御応答で，Fig. 3-12 

(b),(c),(d)はそれぞれ，
1 2,   および

3  にのみ初期変位与えた場合の自由振動制御応答

である． 0, 0.25, 0.5, 0.5f a p vx K K K    とした場合である．実験ではDSPを走らせてか

ら初期角変位を各振子に与え，その後サーボモータに制御出力を印加した．制御出力を印

加する以前にDSPは制御出力および振子支持位置の推定をしているため，推定した振子支持

位置(Posで表示)がゼロに安定すれば(Fig. 3-12(b),(c)に示すように)計測データでの初

期条件は一定値になり，ゼロにならない場合は計測データでの制御系を含めた初期条件は

，一定初期角変位を与えていても一定定常値になっていない(Fig. 3-12(d)に示す)．振子

支持点位置はサーボモータへの制御速度指令値を積分して推定している．Fig. 3-12(b), 

(c),(d)は，何れの場合でもほぼ3秒程度で角度は整定し，ほぼ6秒程度で支持位置がゼロ位

置に整定している．支持位置はサーボモータ制御指令印加時のDSP内の演算支持位置がゼロ

に達するように制御しているため初期位置に復帰していないように見えるが制御誤差では

ない．また， 1aK   が本来の波動制御のフィードバック係数であるが，実験ではサーボ系

は発振してしまったため小さい係数を用いたもので， v pK ,K  も最適値ではない 

本実験では支持点の制御位置を原点とした実験のみを示したが，同一制御プログラムで

制御位置を移動させる実験も行った． 

 

3.5.2  ２振子+ロープ質量系の場合 

 

Fig. 3-13 は均質２振子系にロープ質量系を連結した系に対して均質３振子系と同じ制

御を行った場合である．初期変位は下端質量からほぼ直線状に与えている．ロープ質量系

による不均質性に関わらず制振していることが確認できる. 

 

 



 

52 

 

 

-0.1

-0.05

0

0.05

0.1

-0.3

-0.1

0.1

0.3

4 6 8 10 12 14 16

S
u

p
p

o
rt

 p
o

si
ti

o
n

x 4
 (
m

)

A
n

g
le

θ
k

(r
ad

)

Time t (s)

(d)

θ3 θ4
θ2 θ1
Pos

Control begining

-0.1

-0.05

0

0.05

0.1

-0.3

-0.1

0.1

0.3

2 4 6 8 10 12 14

S
u

p
p

o
rt

 p
o

si
ti

o
n

x 4
 (

m
)

A
n

g
le

θ
k

(r
ad

)

Time t (s)

(c)

θ3 θ4
θ2 θ1
Pos

Control begining

-0.06

-0.03

0

0.03

0.06

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

8 10 12 14 16 18

S
u

p
p

o
rt

 p
o

si
ti

o
n

x 4
 (

m
)

A
n

g
le

θ
k

(r
ad

)

Time t (s)

(b)

θ3 θ4
θ2 θ1
Pos

Control begining

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0 2 4 6 8 10

A
n
g
le

θ
k

(r
ad

)

Time t (s)

(a)

θ3 θ4 θ2 θ1

Fig. 3-12 Experimental response of 3-DOF homogeneous pendulum system with 

initial angle controlled by ; (a):Non-control,  

(b),(c) and (d): Controlled with initial angle for , and , respectively. 
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3.6  シミュレーションとの比較 

 

実験結果から制御則の有効性の定性的な確認ができたので，定量的な確認を数値シミュ

レーションとの比較で行った．Fig. 3-14に均質３自由度単振子系の場合，Fig. 3-15に均

質２自由度単振子系にロープ質量系を懸垂した３自由度系の場合の計算結果を示す．パラ

メータはFig. 3-12，Fig. 3-13の実験と同じであり，初期条件も実験とほぼ同じであるが，

シミュレーションでは系の減衰（主に軸受摩擦）を考量していないため実験結果と応答波

形が異なって見える．ことに非制御自由振動の3次固有振動数が顕著である（Fig. 3-12(a)

とFig. 3-14(a)）．制御応答について，波動伝搬が比較的単純な最下端振子変位外乱の場合

（Fig. 3-12(b)とFig. 3-14(b)）で比較すると，シミュレーションでは，波動伝搬を生成

している最上端振子
3  から仮想振子

4 への伝搬が明瞭であるのに，実験結果はそれほど

でもない（位相遅れが少ない）．それにも拘らず，実験では制振が早い．すなわち，最下端

振子
1  から上端振子

2 3,   への伝搬は実現している．摩擦の制振効果は非制御自由振動か

ら分かるように，３次モードの固有振動数に対しては減衰効果が大きいが，１次モードの

固有振動数に対しては減衰効果がなく，系全体への制振効果は少ない．それゆえ，本波動

制御は，制御が理想的でなくても系全体の制振には効果が高いと言える． 

 

 

 

Fig. 3-13 Experimental response of 2-DOF homogeneous pendulum 

+ rope-and-mass system with initial angle controlled by
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Fig. 3-14 Numerical response of 3-DOF homogeneous pendulum system with 

initial angle controlled by ; (a):Non-control, 

 (b),(c) and (d): Controlled with initial angle for , and , respectively. 



 

55 

 

 

 

 

3.7 非均質多重懸垂単振子系の波動伝搬特性 

 

非均質多重懸垂単振子系で λ＞1 の場合は，均質多重懸垂単振子系の式(3.17)で与えられ

る波動伝搬限界に加えて以下の波動伝搬性の低下特性が存在する． 

Fig. 3-16 に， 1  の場合の３自由度懸垂単振子系の固有モード形を示す．3次固有モ

ードに注目すると，λ＝3, 4, 6 の場合(Fig. 3-16 (b),(c),(d))は，λ＝１の場合(Fig. 3-16 

(a))と比べて，最下端の第１振子の振れ角が大きく第３振子の振れ角が小さいことが分か

る．つまり，３自由度懸垂単振子系で第１振子がよく振れて第３振子が静止状態に近いモ

ード形が現れる．いわゆるモード局所化（Mode Localization）が発生する．本制御法は懸

垂系上端での制御であるため，モード局所化の発生した固有振動の波動吸収は極めて悪く

なる．モード局所化が発生する固有振動数は，λが増えても固有モード形が類似なのでほ

とんど変化がない． 

Fig. 3-17(a)に５自由度懸垂単振子系の固有振動数及び波動伝搬限界とパラメータλの

関係を示す．自由度数が増えるとλに対して波動伝搬限界が上昇することは式(3.17)より

分かるが， 3  以上ほぼ一定の固有振動数が存在する．この振動数が３自由度懸垂単振子

系でのモード局所化が発生している振動数と同じであることから，３自由度と同じ現象で

あることが分かる．Fig. 3-17(b1),(b2)に５自由度懸垂単振子系で第１振子を加振した時

の周波数応答を示す．Fig. 3-17(b1),(b2)では，それぞれ 4次固有振動と 5次固有振動の

制御効果が悪い．これは，Fig. 3-17(a)に見られるモード局所化によるものであると理解

できる． 

３自由度と５自由度懸垂単振子系の波動伝搬特性から，非均質多自由度懸垂単振子系は

自由度数が増えて波動伝搬限界周波数が上昇しても，λ＞3 ではモード局所化が原因で波動

制御性が劣化することが確認できた． 
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Fig. 3-16 Natural mode of 3-DOF non-homogeneous pendulum system 

of the length ratio . 
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Fig. 3-17 Mode localization of 5-DOF nonhomogeneous simple pendulums. (a): Natural 

frequency of 5-DOF system; mode localization occurs for  ; (b1) and (b2): frequency 

response and time domain simulation for and ; UG1 and G1: controlled and 

uncontrolled displacement of the lowest pendulum; G1s: simulation response. 
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3.8 結言 

 

多重懸垂単振子系の波動伝搬解を用いた制御実験を，３自由度懸垂単振子系と２自由度

懸垂単振子系の下端に１自由度ロープ質量系を懸垂した３自由度懸垂系について行い，制

御の有効性を確認した．また，波動制御に加えての支持点位置のフィードバック制御が必

要ことを確認した．フィードバク制御は振れ角の制振に効果が少なく，波動伝搬特性が残

り，均質な λ=１の場合が最も制振が良い．支持点の位置決めにはフィードバク特性が支

配的で，λが小さいほど制振性が良い．角度の制振に重点を置くか，支持点位置の制振に

重点を置くかによって効果的なパラメータ値が変わる． 

実験とシミュレーションの自由振動制御応答では誤差があるが，各振子と支持点位置の

定性的な挙動が類似することが確認できて，モデル計算が今後の装置設計に有用であるこ

とを明らかにした． 
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４章  クレーン索荷質量系の制振制御 

 

4.1  緒言 

 

本章では，第３章で得られた多重懸垂単振子系の波動伝搬特性を利用した制振法をクレ

ーン索質量系の制振制御に適用する手法を開発した．第３章では，最下端振子をクレーン

索荷質量系，他の２自由度単振子系を制御ハードウェアと見なして，懸垂３自由度単振子

系の支持点加速度制御による制御則の開発と実験的検証を行った．その方法をクレーン索

荷質量系制御に応用するため，Fig. 4-1 に示すように，制御ハードウェアと見なした２自

由度単振子系の実振子を数学モデルで置き換えて，波動伝搬解と修正オイラー法を使って

オンラインで波動伝搬状態を生成した．波動制御はクレーン索荷質量系の支持点で加速度

制御として行う．クレーン索荷質量系と２自由度単振子数学モデルとの系が波動制御され

ると，系として支持点位置が保証されないことは実３自由度単振子系の制御と同じである．

そこで，クレーン索荷質量系ではクレーン索支持点で支持点位置と速度のフィードバック

を含む加速度制御を行った．支持点の速度と位置のフィードバック係数とクレーン索長と

２自由度数学モデル振子長の比がクレーン制御性能を支配することは３自由度振子系と同

じである． 

本章では，フィードバック係数，振子長比，クレーン移動距離の制御性能に及ぼす影響

を詳細に求めて，クレーンに適用する最適パラメータの設定手順を明らかにした．また，

３自由度単振子系支持点での加速度制御と１自由度単振子支持点での加速度制御とのフィ

Fig. 4-1 Wave control of crane rope-and-mass system. 

Trolley

Load mass

Crane rope

Girder

Wave 

propagation 

Controller 
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ードバック係数およびパラメータの制御性に及ぼす影響が定性的にも異なることについて

考察を行った．数学モデル単振子長は固定値としているが，クレーンの巻き上げ巻き下げ

時にはクレーン索長さと数学モデル振子長さが同一でない．可変長クレーン長さに対して

最適な数学モデル振子長とフィードバック係数についても検討した． 

 

 

4.2  制御則 

 

クレーン索荷質量系（振子長さ
1l ）の支持点が均質多重単振子系（振子長さ l ）に懸垂さ

れ，支持点が加速度制御される系を Fig. 4-2 に示す． 

最下端振子を加速度制御するときの運動方程式は，第３章で用いた３自由度振子系の運

動方程式系式(3.18)～(3.20)から次式系となる．  

 1 1 1 2 2 1 20; 2l x      g x = g                                             (4.1) 

 2 1 2 34 3 0l       g                                                    (4.2) 

 3 2 3 42 6 4 0l       g                                                  (4.3) 

式(4.1)が支持点加速度 2x で制御されるクレーン索荷質量系の運動方程式であり，式

(4.2)，(4.3)は制御器でオンライン演算される数学モデルシステムである．また，クレー

ン荷質量系振れ角
1 は計測量で，

4 は
3 から式(3.15)を用いて演算される波動伝搬項であ

る．波動制御は支持点横加速度制御であるため制御後の支持点位置は保証されない．支持

点位置制御のためのフィードバック制御を重畳した支持点加速度制御として次式を用いる． 

Fig. 4-2 Crane rope and-mass system suspended by imaginary multiple simple pendulums. 
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 2 2 2a v p fa K x K x K x x                                                    (4.4) 

上記のクレーン索荷質量系の支持点加速度制御法は第３章と同じ方法であるが，波動制

御した多重単振子系に対して，フィードバック制御を行う振子が異なる．３自由度振子系

の場合のフィードバック制御は第 3 振子角 3 で行うが，クレーン索の場合は第１振子角 1

で行う．本章ではフィードバック係数，クレーン索荷質量系振子長 1l と数学モデル振子長

l との長さ比 1l l  ，クレーン移動位置 fx の制御性に与える影響を明らかにする． 

 

 

4.3  フィードバック係数の制振特性 

 

本節では，クレーン索長さ 1 1 ml  と 1 10 ml  の場合に対して，数学モデル振子長さとク

レーン索長さの比 0.1,  1,  10  の場合について，フィードバック係数の制振性能を数値シ

ミュレーションによって検討した．評価関数として，振れ角の制振性に対して式(4.5)を，

支持点位置の制振性に対して式(4.5)及び式(4.6)を用いた．  

                                                                         (4.5)
 

               （ 0fx  の場合）                                            (4.6) 

2( ) ( )pos f fR t x x x  （ 0fx  の場合）                                       (4.7) 

評価関数 , posR R は，クレーン索の自由振動制御における，ある時刻での振れ角 1 と支

持点位置偏差のシミュレーション値である．以下の数値計算では =1aK としている． 

 

4.3.1  クレーン索長さ 1 1  ml  の場合 

 

数学モデル振子長さ 10.1 m,  1 m,  10 m  ( = 0.1,  1,  10)l l  の各場合について，フィードバッ

ク係数 ,  v pK K を与えた原点復帰制御（目標位置が原点）の評価関数計算値をFig. 4-3に示

す．初期条件を 1 10 25 1. ,     とした場合で，Fig. 4-3(a1),(a2)は時刻10 s ，Fig. 4-3 

(b1),(b2)は時刻 20 s ，Fig. 4-3(c1),(c2)は時刻50 sの各時刻における評価関数値で，Fig. 

4-3(a1),(b1),(c1) は R (クレーン索振れ角)を，Fig. 4-3 (a2),(b2),(c2) は posR  (索支持

点位置変位と目標位置変位との偏差を目標位置で基準化した量)を示す．Fig. 4-3の評価値

刻み幅は0.002であり，最も性能の良い領域の最大値は振れ角が0.002 rad，位置偏差が0.002 

mである． 

時刻10 s では，Fig. 4-3(a1),(a2)より， 1   の場合はフィードバックの制振効果はほ

とんど見られないが， 1   の場合は ,v pK K
 の制振効果が確認できる．しかし， 1   の

場合は効果的な ,v pK K 値は狭い範囲である．また， 10  の場合は，フィードバック係数 pK

1( ) ( )R t t 

2 1( )posR t x l
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が制御結果に影響しないが,
 vK 値が大きい方が制振効果の高いことが分かる．十分時間が

経過すると， 1   の場合でも効果的なフィードバック係数 ,v pK K 値が現れるが，限定的な

係数範囲である．一方， 10  の場合は効果的なフィードバック係数 ,v pK K 値の範囲が広

いことが分かる．ただし，フィードバック係数 1vK  の場合には， pK の値に関わらず制振

できないフィードバック係数の範囲が存在する． 

 

数学モデル振子長さ  10.1 m,  1 m,  10 m  = 0.1,  1,  10l l  の各場合について，フィードバ

ック係数 ,  v pK K を与えた目標位置( 1 mfx  )移動制御の評価関数値をFig. 4-4に示す．初

期条件を 1 1 0   とした場合で，Fig. 4-4(a1),(a2)は時刻10 s ，Fig. 4-4(b1),(b2)は時刻

20 s ，Fig. 4-4(c1),(c2)は時刻50 s  の各時刻における評価関数値で，Fig. 4-4 (a1), 

(b1),(c1) は H を，Fig. 4-4(a2),(b2),(c2) は posR を表す．Fig. 4-4は評価値刻み幅が

0.002であり，最も性能の良い領域の最大値は振れ角が0.002 rad，位置偏差が0.002 mである． 

時刻10 s では，Fig. 4-4(a1),(a2)により, λ＝0.1, 1, 10の各場合で，振れ止め制御と目標

位置移動との両方を同時に満たす効果的なフィードバック係数 ,v pK K の値が現れる．

1   の場合の効果的なフィードバック係数 ,v pK K は小さいが， 10  の場合の効果的な

フィードバック係数 ,v pK K 値は大きい．フィードバック係数 pK 値が小さい場合，ロープ

の振れ角はゼロになるが,十分時間が経過しても目標位置に到達できない範囲が

0.1, 1,   10の各場合で存在する(Fig.4-4 (c2)の右下部)． 

 

Fig. 4-3 と Fig. 4-4 から，クレーン索長さが一定の場合の支持点位置制御（原点復帰

と目標位置移動）ができる効果的なフィードバック係数 ,v pK K ととの関係として以下の

ことが言える． 

1   の場合は，効果的なフィードバック係数 ,v pK K 値が小さい． 1   の場合より 1  

の場合の方が，整定時間が短く制御効果が高い． 1 0  の場合は，効果的なフィードバッ

ク係数 ,v pK K 値が大きく（ 10, 8v pK K  ），また， 1   の場合より，効果的なフィードバ

ック係数 ,v pK K 値の範囲の制御時間に対する拡大の程度が大きい． 

 

第 3.7 節で考察したように，非均質３自由度懸垂単振子系の支持点での波動制御は 5   

に存在する波動伝搬限界のため 4  で制振性が非常に低下し，Fig. 3.6，Fig. 3.7 で確

認できるように支持点の速度と位置のフィードバックでは制振特性は改善されない．一方，

本節で検討した 1自由度懸垂単振子が２自由度懸垂単振子系に懸垂されている３自由度懸

垂単振子系で 1自由度単振子の支持点で波動制御を行う場合は，支持点の速度と位置のフ

ィードバックが系の波動伝搬特性を変化させて，  が大きいほど制御性が向上するフィー

ドバック係数が存在する．後者の場合にはフィードバック制御が系の波動伝搬特性を大き

く変えていると理解できる． 
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Fig. 4-3 
 
effects for angle and support position control of rope-and mass system with 

initial conditions . 
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Fig. 4-4 effects for angle and support position control of rope-and mass system with 

initial conditions .  
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4.3.2  クレーン索長さ
1 1 0  ml  の場合 

 

1 10 ml  クレーン索で，数学モデル振子長さ1 m,  10 m,  1100 m = 0.1,  1,  10l l  に対して，

初期条件 1 10.25,   1    を与えた場合の，時刻30 s,  50 s,  100 s における原点復帰制御の

評価関数値を Fig. 4-5 に示す．Fig. 4-5(a1),(b1),(c1)は索の振れ角 R ，Fig. 4-5 

(a2),(b2),(c2)はクレーン索支持点位置偏差 posR を示す． 

Fig. 4-6 は，
1 10 ml  クレーン索で，数学モデル振子長さ  11 m, 10 m, 100 m = 0.1,l l 

 1,  10 に対して，初期条件を 1 1 0   とした場合の，時刻30 s,  50 s,  100 s における目標位

置 10 mfx  移動制御の評価関数値である．Fig. 4-6(a1),(b1),(c1)は索の振れ角 R ，Fig. 

4-6 (a2),(b2),(c2)はクレーン索支持点位置偏差 posR を示す． 

Fig. 4-5 と Fig. 4-6 により，索長さ
1 10 ml  の場合と索長さ

1 1 ml  の場合との効果的な

フィードバック係数 ,v pK K 値の傾向は全体的に変わらないが，索長さ 1 10 ml  の場合は効果

的なフィードバック係数 ,v pK K の範囲が全体的に小さい，特に 1  の場合は 0.4,vK 

0.1pK  にしかないことが分かる． 

 

Fig. 4-3，Fig. 4-4，Fig. 4-5，Fig. 4-6 で示した一定長の索長さ
1 11 m,  10 ml l  の計

算から，クレーン索長さが一定の場合の支持点位置制御（原点復帰と目標位置移動）の効

果的なフィードバック係数 ,v pK K ととの関係として以下のことが分かった． 

 

一定長の索長さに対する効果的なフィードバック係数の範囲は索長さに依存して変わる． 

1   の場合の効果的なフィードバック係数 ,v pK K 値は小さい． 1   の場合より 1   の

場合の方が，整定時間が短く制御効果が高い． 

  が大きい場合の効果的なフィードバック係数 ,v pK K 値は 1   の場合より大きい．ま

た， 1   の場合より効果的なフィードバック係数 ,v pK K 値の範囲の時間に対する拡大の程

度が大きい有利な点がある． 

1 1 ml  の場合と 1 10 ml  の場合を比較すると，索長さが長い方が効果的なフィードバッ

ク係数 ,  v pK K 値の範囲が狭くなる． 
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Fig. 4-5 effects for angle and support position control in rope-and mass system with 

initial conditions .  
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Fig. 4-6 effects for angle and support position control of rope-and mass system with 

initial conditions .  
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4.4  クレーン巻上げ･巻下しの索長変化に対する設計法 

 

クレーン索装置の作業効率向上化と制御系設計手法の簡単化のためには，クレーン索長

一定時，巻上げ下げ動作，目標位置移動などの場合に有効な制御系の数字モデル長さとフ

ィードバック係数を選定する必要がある． 

本節では，クレーン索長さが
1 min max~ l l l  で巻上げと巻下しを行うとして，効果的な数学

モデル振子長さ l  を決定する方法を検討する．前節で検討した原点復帰制御，目標位置移

動制御の特性について，数学モデル振子長さが
min max max,   ,   l l l l l l   の３つ場合が考えら

れる．つまり，数学モデル振子長を巻上げ時の最小長さとする場合，クレーン索の最大長

さとする場合，最大長さの数倍の長さとする場合である． 

本研究では，
min 1 ml  ，

max 10 ml  を例として， 1 ml  ， 10 ml  ，
max100 m ( ) l l l  の３

つの場合について，効果的と考えられるフィードバック係数を前節の特性図から選定し，

シミュレーションによる制御性を検討した． 

 

(Ⅰ) 数学モデル振子長さ
min 1 m l l  の場合 

1 1 m 1 ml , l   の特性（Fig. 4-3 1  ）と
1 10 m 1 ml , l  の特性（Fig. 4-5 0.1  ）

から共通のフィードバック係数 ,v pK K が限られた狭い範囲の小さい値しかない．
1 1 ml  ,

1 ml  の場合（Fig. 4-3 1  ）は時刻 10 s でも効果的なフィードバック係数 ,v pK K があ

るが，
1 10 ml  , 1ml  の場合（Fig. 4-5 0 1.  ）は最大の評価時間で効果的なフィード

バック係数 ,v pK K を選択する必要がある．共通のフィードバック係数 ,v pK K は小さいが，フ

ィードバック係数として 0.4,  =0.2v pK K  が選定できる．この場合は，Fig. 4-4，Fig. 4-6

の目標位置移動制御の効果的フィードバック係数範囲と重なっている． 

この係数値を用いた制御時間応答を 
1 min 1 ml l  の場合を Fig. 4-7 に，

1 max 10ml l  の

場合を Fig. 4-8 に示す．Fig. 4-7(a)，4-8(a)は初期条件 1 10.25,   1    を与えた自由振

動制御であり，Fig. 4-7(b)，4-8(b)は索支持点位置 1 mfx  に移動動させる制御である． 

 

(Ⅱ) 数学モデル振子長さ
max 10 m l l  の場合 

1 1 m 1 ml , l  の特性（Fig. 4-3 λ=10 と Fig. 4-4 10  ）と 1 10 ml  , 10 ml  特性

（Fig. 4-5 λ=１と Fig. 4-6 1  ）から共通の効果的なフィードバック係数の選定は難

しい． 1 1 ml  , 10 ml  場合（Fig. 4-3 λ=10 と Fig. 4-4 10  ）は効果的なフィードバ

ック係数 ,v pK K の範囲が広いが， vK が小さいと制御できない領域がある． 1 10 ml  ,

10 ml  の場合（Fig. 4-5 λ=１と Fig. 4-6 1  ）は効果的なフィードバック係数 ,v pK K

は限られた範囲の小さい値しかない．これらを勘案して 1,  =0.2v pK K とした． 

Fig. 4-9 は 1 mim 1 m l l  の場合，Fig. 4-10 は 1 max 10 m l l  場合の制御時間応答である．

Fig. 4-9(a)，Fig. 4-10(a)は初期条件 1 0.25,   1 1  を与えた自由振動制御であり，Fig. 

4-9(b)は索支持点位置を 1 mfx  に移動させる制御，Fig. 4-10(b)は索支持点位置を fx 
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10 mに移動させる制御である． 

 

(Ⅲ) 数学モデル振子長さ
max100 m ( ) l l l  の場合 

索長
1 1 m l  で数学モデル振子長さ 100 m ( 100)l   場合のフィードバック係数 ,vK pK

に対する評価関数値は記載していないが， 10  の場合の Fig. 4-3 と Fig. 4-4 から類推

できる．効果的なフィードバック係数は 1vK  で，
pK は制振効果に影響がないものと考え

られる．また，
1 10 m ( 10)l   の場合は，Fig. 4-5 と Fig. 4-6 から効果的なフィードバ

ック係数 ,v pK K は容易に見つけることができる．ここでは，係数 5, =2v pK K を選定した． 

Fig. 4-11 は
1 min 1 m l l  の制御時間応答である．Fig. 4-11(a)は初期条件

1 0.25,    

1 1  を与えた自由振動制御であり，Fig. 4-11(b)は索支持点位置を 1 mfx  に移動させる

制御である．Fig. 4-12 は 1 100 mmaxl l  の制御時間応答結果である．Fig. 4-11(a)は初期

条件 1 10.25,   1    を与えた自由振動制御であり，Fig. 4-11(b)は索支持点位置を fx  10 m

に移動させる制御である． 

 

評価関数図は時間応答のある時刻でのクレーン索の振れ角度と支持点変位偏差の情報で

あるので，時間シミュレーションの最大変位偏差と制御系(数字モデル)の波動伝搬状況を

調べるには時間軸応答で確認する必要がある． 

 

索長さ
1 min 1 ml l  で， 1 ( 1 m),  10 ( 10 m),  100 ( 100 m)l l l        の場合の応答の特

性を Fig. 4-7，Fig. 4-9，Fig. 4-11 から確認する．λが大きいと，数字モデルの振れ角

度が小さくなることが分かる．索長さ
1 min 1 ml l  で，数学モデル振子長さを変えた場合の

自由振動制御と支持点位置移動制御の整定時間はほぼ15 sであるが， 100   の場合の支持

点位置変位が 1,  10  の場合に比べて約半分以下である． 

索長さ
1 max 10 ml l  で， 0.1 ( 1 m),  1 ( 10 m),  10 ( 100 m)l l l        の場合の応答の特

性を Fig. 4-8，Fig. 4-10，Fig. 4-12 から確認する． 0.1  と 1   の場合の自由振動制

御と支持点位置移動制御の整定時間が 30 s 以上であるのに対し， 10   の場合は自由振動

制御と支持点位置移動制御の整定時間は 20 s 程度と小さい．さらに，Fig. 4-8 (a)，Fig. 

4-10(a)，Fig. 4-12(a)から, 10 ( 100 m)l   の場合が最も自由振動支持点変位が小さく，

Fig. 4-8(b)，Fig. 4-10(b)，Fig. 4-12(b)から,目標値に対する移動制御では， 100 
 
の

場合の支持点位置のオーバーシュートが最も少ない． 
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Fig. 4-7 Control response of rope-mass system with , 

, (a): free vibration control with , 

(b): traverse control with .  

Fig. 4-8 Control response of rope-mass system with , 

, (a): free vibration control with , 

(b): traverse control with .  
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Fig. 4-9 Control response of rope-mass system with , 

, (a): free vibration control with , 

(b): traverse control with .  

Fig. 4-10 Control response of rope-mass system with , 

, (a): free vibration control with ,  

(b): traverse control with .  
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Fig. 4-11 Control response of rope-mass system with 

, , (a): free vibration control with

, (b): traverse control with .  

Fig. 4-12 Control response of rope-mass system with , 

, (a): free vibration control with ,  

(b): traverse control with .  
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Fig. 4-13 に，クレーン索荷質量系に初期条件 1 10.25,   1    を与えて，索長さが

1 10 ml  ~1 m間を速度 0.4 m/s で巻上げまたは巻下しをしながら，索支持点を 10 mfx   の

位置へ移動させたシミュレーション結果を示す．数学モデル振子長さ 100 m l  である．Fig. 

4-13 (a)は巻上げの場合，Fig. 4-13(b)は巻下しの場合である．Fig. 4-13 より，数学モ

デル振子長さが一定でも効果的なフィードバック係数 ,  v pK K 値を用いることでクレーン

索長さの変化に対して，自由振動と支持点位置移動の同時制御ができることが確認できる． 

 

数学モデル振子長さとクレーン索巻上げ巻下し長さに対して，共通の効果的なフィード

バック係数 ,  v pK K 値がない場合には，整定時間が長い，最大索長
1l  の整定時間を短縮化す

ることを基準に選定するのが有利であると考えられる．３つの数学モデル振子長さに対す

るクレーン索質量系の整定時間の評価から，索長が範囲
min max~ l l で巻上げ巻下し制御を行う

場合は，数学モデル振子長さ
maxl l が有利であることが分かった． 
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Fig. 4-13 Numerical control simulation of traverse control of rope-mass system 
wingding up (a) and winding down (b) with feedback constants , 

initial conditions 
 
and . Rope 

length varies between 10m and 1m at velocity 0.4 m/s. 
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4.5  実験 

 

前章までに検討した波動制御法のクレーン荷質量系制振への適用性を確認するため，実

験を行った．Fig. 4-14 に実験装置の概略を示す．実験装置は，サーボモータとボールね

じを組み合わせたリニアアクチュエータ，パルスモータで構成したロープ巻上げ巻下し装

置，制御演算用 DSP 装置，ホストコンピュータで構成した．ロープ巻上げ巻下し装置は長

さ 0.9 m のロープに重量 1.15 kg のパルスモータユニットを結合している．制御は数学モデ

ル振子長さ 0.12 m,  1 m,  10 m,  100 ml  として，数学モデル振子長さに対するそれぞれの

サンプリング時間 0.01 s, 0.01 s, 0.05 s, 0.1 st  ，畳み込み積分項数 100,  300,  300,cin  300

とし，２自由度数学モデル振子の計算はオイラー法または修正オイラー法で行った． 

実験はロープ長さ一定，ロープ巻上げ巻下し，ロープ支持点位置移動の３つパターンを

行った．ロープ長さが一定の場合の実験では DSP を走らせてから初期角をロープに与え，

その後サーボモータに制御出力を印可した．ロープ巻上げ巻下しの実験では DSP を走らせ

てから，ロープ・パルスモータユニットに初期角を与え，手を放すと同時にサーボモータ

に制御出力を印可してパルスモータのスイッチを入れた．ロープ支持点位置移動の実験で

は演算用のプロクラムで移動変位を入力し，DSP を走らせた後，サーボモータに制御出力

を印可した． 
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Fig. 4-14 Experimental apparatus of rope-mass system 
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4.5.1  実験結果 

 

実験はロープ質量系長さ
1 1 ml  ，数学モデル振子長さ 0.12 m,  1 m,  10 m,  100 ml  の場

合について行った．制御実験結果をFig. 4-15に示す．ロープに初期変位角を与えた一定ロ

ープ長の実験である．Fig. 4-15(a)は数学モデル振子長 0.12 ml  ，フィードバック係数

1.8,  vK  =2pK の場合，Fig. 4-15(b)は 1 ml  ， 1.6vK  ,  =1pK の場合，Fig. 4-15(c)は

10 ml  , 12,  =9v pK K の場合，Fig. 4-15(d)は 100 ml  ， 12,  =9v pK K の場合の結果であ

る． 

 

次にロープに初期変位角を与えた，
1 1 m ~ 0.3 ml  の巻上げと巻下し実験結果をFig. 

4-16とFig. 4-17に示す．Fig. 4-16は，数学モデル振子長さ 1 ml  ，フィードバック係数

1,  =1v pK K を用いて，巻上げ（巻下し）速度を0 082 m/s.  とした場合である．Fig. 4-16

では巻上げ終了近くで支持点位置が原点に復帰して整定したが，その後発振している．リ

ニアアクチュエータと角度検出誤差が原因であろうと考えられる．次節でシミュレーショ

ンにより安定に整定することを確認している．Fig. 4-17は，数学モデル振子長さ 10 ml  ，

フィードバック係数 9,  =5v pK K を用いて，巻上げ（巻下し）速度を0 082 m/s.  とした場合

の結果である． 

 

支持点位置移動の制御実験を行った．サーボ系誤差を回避するため，フィードバック係

数 0.25aK  を用いた．Fig. 4-18に，ロープ長さ
1 0 9 ml . ，数学モデル振子長さ 0 9 ml . と

して静止状態から支持点位置を 0.2 mfx  移動させた結果を示す．Fig. 4-18(a)はフィー

ドバック係数 1,  =1v pK K の場合，Fig. 4-18(b)は 2,  =2v pK K の場合である．Fig. 4- 

18(a)では微小振動が残るが，フィードバック係数の大きいFig. 4-18(b)の場合では残留振

動が見られない．Fig. 4-18(a)の場合はFig. 4-18(b)の場合に比べて制振特性が優れてい

るが，移動変位のオーバーシュートが見られる． 
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Fig. 4-15 Experimental response of rope-mass system with , 
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Fig. 4-16 Experimental response of rope-mass system when winding up (a) and 

winding down (b) at velocity 0.082 m/s and . 

Rope length varies between 1.0m and 0.3 m.
 

Fig. 4-17 Experimental response of rope-mass system when winding up (a) and 

winding down (b) at velocity 0.082 m/s and . 

Rope length varies between 1m and 0.3 m.
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Fig. 4-18 Experimental response of traverse control of rope-mass system with 

, (a): ,  
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4.5.2  実験結果のシミュレーションによる確認 

 

一定長ロープ実験結果の Fig. 4-15 と同じ条件を与えたシミュレーション結果を Fig. 

4-19 に示す．Fig. 4-15(a)は 0.12 m, 1.8,  =2v pl K K  の場合，Fig. 4-15(b)は， 1 m,  vl K 

1.6,  =1pK の場合，Fig. 4-15(c)は 10 m, 12,  =9v pl K K  の場合，Fig. 4-15(d)は 100 m,l 

12,  =9v pK K の場合である．Fig. 4-15 と比較すると，それぞれの場合について，整定時

間が一致し，振れ角と支持点位置変位の応答も一致することが確認できる．また，シミュ

レーション結果では実験より支持点の最大変位が小さい． 

 

Fig. 4-16( 1 ml  の場合)，Fig. 4-17( 10 ml  の場合)に示した
1 1 m ~ 0.3 ml  巻上げ巻

下し実験結果と同じ条件を与えたシミュレーション結果を Fig. 4-20，Fig. 4-21 に示す．

Fig. 4-20(a)，Fig. 4-21(a)は巻き上げ場合，Fig. 4-20(b)，Fig. 4-21(b)は巻下しの場

合である． 

1 ml  の巻下しの実験結果 Fig. 4-16(b)とシミュレーション結果 Fig. 4-20(b)を比較

すると，整定時間が一致し，振れ角と支持点位置変位の応答も一致していることが確認で

きる．巻上げシミュレーション Fig. 4-20(a)では，実験結果 Fig. 4-16(a)で見られた発振

現象はなく，制御アルゴリズムには全く問題が無いことが確認される．また，一定長ロー

プ制御の場合と同様に，シミュレーション結果は実験結果より支持点の最大変位が小さい． 

10 ml  の場合について，実験結果 Fig. 4-17 とシミュレーション結果 Fig. 4-21 を比

較すると，巻上げと巻下しの各場合とも，整定時間が一致し，振れ角と支持点変位の応答

も一致することが確認できる．また，数学モデル振子長さ 1 ml  の場合と同様に，シミュ

レーション結果は実験結果より支持点の最大変位が小さい． 

 

Fig. 4-21は移動制御実験Fig. 4-18と同じ条件を与えたシミュレーション結果である．

Fig. 4-21(a)はフィードバック係数 1,  =1v pK K の場合，Fig. 4-21(b)は 2,  =2v pK K
 の場

合である．実験結果とシミュレーション結果を比較すると，支持点位置変位挙動はよく一

致しているが，シミュレーションの振れ角の制振が実験より悪いことが分かる．振れ角制

御の特性は実験系の摩擦による減衰力の有無が原因であろうと考えられる． 
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Fig. 4-19 Numerical simulation of rope-mass system with , 

(a):
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,  
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Fig. 4-20 Numerical control simulation of rope-mass system winding up (a) and 

winding down (b) at velocity 0.082 m/s and . 

Rope length varies between 1m and 0.3 m.
 

Fig. 4-21 Numerical control simulation of rope-mass system winding up (a) and 

winding down (b) at velocity 0.082m/s and . 

Rope length varies between 1m and 0.3 m.
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4.6 結言 

 

前節までに述べたシミュレーション結果と実験結果から，クレーン索荷質量系の振れ止

め制御法，式(4.1)～式(4.4)の有効性が検証された．クレーン索の最大長さと巻上げ時の

最小長さを基準として，数学モデル振子長とフィードバック係数の選定方法の提案を行っ

た．効果的なフィーバック係数の選定で最適値が存在しない場合にはクレーン索長が長い

場合の特性を優先して選定することが有利である．クレーン索荷系の振れ止め制御は基本

的には単振子の固有振動制御であり，索長が長いと振動周期が長くなるので，振動周期の

長い期間の整定時間を短縮することが巻上げ巻下しシーケンスでトータルとして時間短縮

に効果的であるためである． 

本研究ではクレーン索長が 10 m と 1 m で運転されると設定したため，選定した数学モ

デル振子長，フィードバック係数値に一般性はないが，設定方法は汎用性がある． 

実験では，実験装置の誤差でシミュレーション通りの挙動を再現できない場合もあった

が，実装可能な（実用的な）システムであることは検証できたと考えている． 
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Fig. 4-22 Numerical control simulation of traverse control of rope-mass system with
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第５章  結論 

 

本論文は索を用いた機械装置の振動抑制技術の新しい制御手法として波動制御に関する

研究をまとめたものである．具体的な機械装置としてクレーンをモデルとした. 

本研究の成果は以下の通りである． 

 

第１章では，振動制御法と波動制御法について本研究の視点を記述した．変位を波動と

して捉えて系から除去することが，変位を有限空間内の周期運動，すなわち振動として系

に減衰を付与するより，根本的な構造物の変位抑制に効果的であるとの視点である．本研

究で対象とするクレーンの制振技術の多くが振動制御に基づく手法であり，振動系同定が

可能であることを前提としているのに対し，本研究は，局所的な情報で系全体の振動エネ

ルギ吸収が可能な波動制御の観点から，システム同定が十分でなくても効果的な振動抑制

が可能な新しい制御則の提案を目的とすることを述べた． 

  

第２章では，クレーン振れ止め制御に適用する新しい波動制御法として懸垂索の波動制

御を扱った．本章では，索質量を考慮する懸垂索の波動伝搬性を利用した制振法の可能性

を探索した．クレーン索が荷質量を懸垂する場合は単振子モデル化が可能であるが，空荷

状態の索の振れ止め制御は懸垂索としての扱いが不可欠である．懸垂索の理論的な波動伝

搬解が知られていないため，懸垂索運動方程式の差分モデルを用いて制御則を求めた．懸

垂索の下端荷質量の有無，自由振動と強制振動など種々の条件下での波動制御則の有効性

を数値シミュレーションによって検証した．とくに下端質量無しの 1 m 懸垂索の分布定数

系制御応答計算では 5 秒程度で静止できることを確認した（Fig. 2-10）．実用性を確認す

る目的で制御変位量に制限を与える場合も検討し，静止時間が若干多くなるが非制限時と

同等の制振が可能であることも確認した（Fig. 2-11）．ただ，荷質量がある場合は制振に

数倍の時間を要するため，この場合は３章，４章で検討した懸垂多重単振子制御の方が有

利であることが明らかとなった． 

 

第３章では，懸垂多重単振子系の波動伝搬特性をクレーン振れ止め制御に適用するため

の基本的特性を明らかにした．第２章では懸垂索質量を考慮して索の波動伝搬を利用した

制振を扱ったが，本章では，懸垂索質量を無視して下端懸垂質量のみを考慮する単振子と

してのモデル化を扱った． 

厳密な制御対象モデルを用いないクレーン制御に応用できる制御法の一つとして波動制

御法がSaigoら(61),(67)-(69)によって提案されている．制御対象の懸垂体が仮想的に多重懸垂

体に懸垂された状態を支持点加速度によって実現して波動伝搬状態を生成するものである．

仮想懸垂体数学モデルの支持点では波動反射の影響を除去するための「初期化」が欠点で

あった．そこで，本研究では，理論的な波動伝搬解を開発して初期化を必要としない波動
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制御法を開発した．波動伝搬解の有用性を確認するため３由度懸垂単振子系の制御を対象

とした．制御は支持点の加速度制御であり，波動制御された系は支持点位置の位置決め性

能を有していないためフィードバック制御補償を導入した．波動制御の支持点加速度に支

持点の速度と位置のフィードバックを重畳した加速度制御法を提案した．提案手法の制御

性について数値シミュレーションにより検証し，フィードバック係数の制御特性に及ぼす

影響を調べた． 

クレーン索質量系に対応する最下端振子長(
1l )以外は均質な振子長( l )で構成する非均

質懸垂多重単振子系の特性を利用した．波動伝搬による振れ角制御は均質系が最も性能が

良いが，支持点位置制御性を考慮すると非均質の方がよい場合があった．制御特性は式

(3-21)のフィードバック係数 aK , vK , pK  に加えて 1l l  と目標位置 fx にも依存するので，

効果的なフィードバック係数値は数値シミュレーションによって探索した．クレーン索の

巻上げ長さと搬送距離であると fx の値は実際のクレーン仕様から決まるものなので，本

章では代表的な値に対して制御性を計算した． 1, 0a fK x  とした， 0.2, 1, 4  の場合で

比較すると， 0.2  では有用な vK , pK の範囲が 1   の場合より広くなること， 4  の

場合はフィードバックの効果がほとんどなく制振性が悪いことなどが明らかとなった． 

制御アルゴリズムの実装化の検証のため制御実験を行った．実験系は無視できない摩擦

が存在して制御則導出の仮定である非減衰多重振子系とは異なる対象であるが，それにも

拘らず十分な制振性能が確認できた．波動制御のロバスト性が有効に作用していると考え

られる．実験結果の数値シミュレーションによる検証も行った．減衰の影響とみられる差

異を除けば，定量的にもほぼ一致することが確認できた． 

 

第４章では，第３章で開発した多重懸垂単振子系の波動伝搬特性を利用した制振法をク

レーン索質量系の制振制御に適用する手法を開発した．第３章では，最下端振子をクレー

ン索荷質量系，他の２自由度単振子系を制御ハードウェアと見なして，懸垂３自由度単振

子系の支持点加速度制御による制御則の開発と実験的検証を行ったが，その方法をクレー

ン索荷質量系制御に応用するため，制御ハードウェアと見なした２自由度単振子系の実振

子を数学モデルで置き換えてオンラインで挙動を演算した．２自由度単振子数学モデルは

波動伝搬解を用いて常に波動伝搬状態にあるようにした．波動制御はクレーン索荷質量の

支持点の加速度制御として行うが，系として支持点位置が保証されないことは３自由度単

振子系の制御と同じであるので，クレーン索荷質量系ではクレーン索支持点で支持点位置

と速度のフィードバックを含む加速度制御を行った． 

フィードバック係数，振子長比，クレーン移動距離の制御性能に及ぼす影響を詳細に求

めて，クレーンに適用する最適パラメータの設定手順を明らかにした．また，３自由度単

振子系支持点での加速度制御と１自由度支持点での加速度制御とでのフィードバック係数

およびパラメータの制御性に及ぼす影響が異なることを見出した．数学モデル２自由度振

子長さは固定値としているが，クレーンの巻上げ巻下し時ではクレーン索長さと数学モデ
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ル振子長さが一定にならない．可変長クレーン長さに対して最適な数学モデル振子長さと

フィードバック係数についても検討した．  

本研究では，索長 10 m のクレーンが 1 m まで巻上げる場合を例として，効果的なフィ

ードバック係数 a v pK ,K ,K  を 1 1 m, 10 ml  , 0 1 1 10. , ,   の組み合わせに対して探索した．

その結果， 100 ml  とすると， 1 1 m 10 ml ,  に共通して効果的な a v pK ,K ,K  が存在する

ことが分かった． 1aK  , 5vK , 2pK  として 10 mfx  に移動する場合の巻上げと巻下し

シミュレーションでは約 10 s で制振制御が完了し，本制御則の有用性を確認した． 

制御側の実装を確認するため，Fig. 4-13 に示す実験装置で制御実験を行った．実験装

置は第３章で用いた装置に巻上げ巻下し装置を追加したものである．Fig. 4-16 の巻上げ

制御と巻下し制御（
1 1 0 0 3 m,l . .  10 m,l  1 9 5a v pK ,K ,K   ）では 5 秒程度で整定し

ている．この応答はシミュレーション結果（Fig. 4-20）と一致している．移動制御の Fig. 

4-17 は，実験装置のサーボ系の誤差のため保守的な実験に限定されたものであるが，シミ

ュレーション結果（Fig. 4-21）と一致している（ 0 9 m 0 25 2a vl . ,K . ,K ,   2pK  ）．実

験装置のサーボ系誤差と摩擦の影響はあるが，実験結果はシミュレーション結果と一致し

ており，制御則の実装は可能であることが確認できた． 

 

最後に，本研究のまとめを記す． 

第３章，第４章の結果から，波動制御を基本とした速度と位置のフィードバック制御を

重畳するクレーン支持端の加速度制御法の基本的な有効性が確認され，実用化の可能性が

検証できたと考えている．第２章の懸垂索制御はクレーン索の空荷状態の制振には不可欠

であり，その基本的有用性の検証はできたと考えられるが，実用化に向けてはハードウェ

アの開発など未解決な課題がある．今後の課題の一つとしたい．索制御はクレーン索のみ

ならず，特殊な製造機械装置や宇宙構造物などにも応用できる可能性を有している技術で

ある． 

また，第３章で非均質多重懸垂単振子系の波動伝搬解を近似的に求めたが，モード局所

化の理解には厳密な理論解が必要である．波動伝搬限界は分布定数系にはない集中定数系

固有の現象であるが，分布定数系の非均質構造体の波動解は理論的に扱われており(70)，集

中定数系の場合も何らかの波動解が導けるものと考えている．今後の課題としたい． 
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